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第１章 序論 
 
 
1.1 背景と目的 
1995 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分、阪神・淡路大震災が発生した。この地震は近代都
市が初めて直面した直下型地震であり、社会・経済に非常に大きなインパクトを与えた。
水道・下水道・電気・ガス・通信など、都市の供給・処理システムは都市の機能を支え
る基盤システムであるが、この地震においてマスコミが初めて「ライフライン」という
呼び方を使い、その後社会に定着するきっかけとなった。 
水道システムに限って言えば、管路に甚大な被害を受け、全体の仮復旧までに３ヶ月
を要した。その間、市民生活はもとより経済活動、都市活動も正常な運営が阻害され、
社会をより混乱させる結果となった。 
著者は、神戸市入庁以来、水道局に勤務し浄水場の建設から施設計画、管路整備など
に携わってきた。1995 年 1 月はちょうど配水課改良係長の職にあり、経年管の取り替
えと５階直結給水を拡大するための管路整備を立案していた。その後、４月には計画係
長として、まさに阪神・淡路からの復興計画の立案を担当するポストに就いた。 
その後、いくつかの職を経験しながらも震災復興に携わり，状況を見直しながら世界
に復興モデルの成否を発信してきた1),2),3),4),5),6),7) 。 
2015 年（平成 27 年）1 月 17 日は、この震災から 20 年を迎える日であり、このよう
な時期を前に私自身の震災経験をとりまとめ、いくつかの考察と提言を残すべきである、
という意識を持つに至った。 
ここでは、まず契機となった阪神・淡路大震災について神戸市水道の被害と復旧、復
興計画である耐震化基本計画の成立過程を振り返り、18 年を経過する時点における評
価と検証をおこなう。また、これまで未活用の水量監視データや神戸市の連絡管システ
ムと兵庫県の広域連絡管を総合的に考えて検討していく。さらに、2011 年 3 月 11 日に
は東日本大震災が発生し、津波、原発といった新たなリスク、高台移転などへの対応が
求められている。16 年の歳月を経て発生したこの巨大災害への対応から新しい事実を
学び、次に活かす教訓としていくことは、近い将来に起こるであろう東南海・南海地震
に備えるための対策でもある。最後に水道耐震化に必要な理念について考察し、今後に
発生する災害からの復興計画・耐震化計画のあり方についてまとめた。 
本研究をとりまとめることで、ある意味、私個人の「阪神・淡路」を完結させること
ができると考えており、水道耐震化の考え方を整理することで、わが国の水道事業体が
災害に遭遇しても対処可能な、「強靭な水道」づくりを進めていく一助になるのではな
いか、と期待している。 
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1.2 「水道耐震化」に関する経過と既往の研究 
（1）はじめに 
阪神淡路大震災は近代都市が経験した初めての災害であり、多くの研究者が取り上げ
た。これに関して、神戸市水道局は被害状況などを公表し、研究対象とすることが今後
の災害対策に貢献できる、という判断のもと積極的に対応してきた。その結果である研
究成果の多くは報告され、内部的にも利用されてきた。 
ここでは、いくつかのテーマごとに文献レビューをとりまとめ、またより広い視点か
ら「水道耐震化」についても既往の研究を概観したい。 
なお、阪神・淡路大震災に伴う水道被害の報告については、神戸市水道局から発表さ
れているものとして、『阪神・淡路大震災 水道復旧の記録』8)（1996）があり、被害
全体および復旧、事業経営への影響についてまとめられている。1997 年には水道管路
国際シンポジウムが神戸市で開催され、技術部長（当時）の小倉は「神戸市水道システ
ムの復旧と復興」9)と題して阪神・淡路における神戸市水道の震災対応を総括的に振り
返える報告をおこなった。 
神戸市を始め兵庫県下・大阪府下の各市の被害および機能障害、市民生活および各種
社会基盤施設との相互連関については、土木学会ほか４学会・阪神・淡路大震災調査報
告編集委員会による『阪神・淡路大震災調査報告 ライフライン施設の被害と復旧（第
２章 水道）』10)にまとめられている。また、関西ライフライン研究会では活動の一環
として各ライフラインの被害と復旧についてとりまとめを行い、『阪神・淡路大震災に
学ぶ』11)と題した報告書をテキストに報告会を実施した。著者は上記の報告書に関して、
いずれも分担執筆者として参加している。 
 
（2）管路被害と復興事業に関連した研究 
阪神・淡路大震災は管路施設への被害が支配的であり、これにより大きな社会的影響
がもたらされた。神戸市において発生した水道管路の被害については、復興計画の検討
が始まった時点から集計が進められ、1995年10月の時点の件数を最終件数として1757
件と確定した。その時点では、数年後に明らかになる被害はカウントされておらず、ま
た管路そのものを放棄した事例なども未確認のままであった。従って、1757 件は確認
されている数字であり、実際にはそれ以上の管路被害があったことは間違いない。 
日本水道協会は、被害を受けた地域の水道管路被害のとりまとめを行い、神戸市以外
の管路被害をもとに地盤との関係から管路被害の予測式を開発した12)。（磯山ほか、日
水協） 
高田・橋上13)は管路被害と地盤の関係について考察し、大阪層群における被害率が高
いことを示した。また、断層近傍では、断層のズレによりの管路に大きな断面力・ひず
みを発生させることが示された。高田・北田14)は配水管被害の方位特性を調査し、断層
と直交する方向の管路は相対的に被害が大きいことを示した。 
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増田15)は、応答変位法を用いて応力と継手の変位を計算し、配水管被害を定量的に分
析した。その結果、被害の態様は、管種・口径・行政区・地形別に依存しており、特に
管種（CIP、DIP）や場所（行政区）が大きな影響を与えていることを示した。 
汐崎16)は、管路・管網の地震対策として配水区域のブロック化を取り上げ、神戸市の
東灘第２、東灘第１、篠原、灘の４つの低層配水池区域を対象として、現状とブロック
化（大中小）の４ケースの復旧率を比較した。その結果、ブロック化と耐震化を同時に
進めることで耐震化効果を発揮することが示された。 
大嶽17)は、兵庫県南部地震における神戸市などの被害、新潟県中越地震における長岡
市・川口町・山古志村のダクタイル管（DIP-K形）の管路被害について、現行設計法で
2 倍の安全率があっても非液状化地盤で「抜け」が発生している矛盾点を指摘している。 
神戸市水道局の熊木18),19)は、実被害をもとに管路の耐震性評価をおこない、今後の管
路耐震化を進めるうえで、「地盤と耐震管」との関係は明確とはいえないことを踏まえ、
かねてから問題となっている「K型継手」は地盤条件によって「耐震管」と言えるか検
討した。その結果、阪神淡路・中越地震などのフィールドデータに実験結果を加味し、
地盤と継ぎ手の関係を求め、K型はT型よりも耐震性があることを示した。 
ライフラインの耐震化では、リダンダンシー（冗長性）を持たせることが減災につな
がると提唱されたが、山本20)は情報エントロピーを用いてリダンダンシーを数値化し、
「冗長性指数」として評価することを提案している。実際に神戸市水道の低層配管網を
対象に新規送水管（神戸市のいう「大容量送水管」）を入れた場合の冗長性の向上を数
値的に検証している。 
このような管路の物理的被害に伴って各地で断水など機能的な被害が生じた。高橋21)
は長田区の板宿低層配水池を例に、10,000m3の水が管路から漏水し、地震発生の午前 5
時 46 分から 1 時間後までの間に各地で水圧低下が生じ、やがて完全断水に至った状況
を再現した。 
 また兵庫県の百々22)らは医療用水供給に着目し、人工透析を始め医療活動に水道の途
絶は大きな影響を与えるため、あらかじめの対策の必要性を指摘した。その後、高田23)
は、災害時において命にかかわる「救命ライフライン」という考え方を提唱し、火災箇
所での消火用水供給、病院への医療用水の供給の強化が優先されるべきであるとした。 
 
（3）水道耐震化に関する考え方の変遷 
水道の地震対策は、昭和 28年（1953年）10月の『水道施設の耐震工法』から始まる。
この指針は、我が国が世界有数の地震国であることから、重要な水道施設全般について
設計の考え方がまとめられた。その後、新潟地震後の昭和 41 年（1966 年）、宮城県沖
地震後の昭和 54年（1979年）と大きな地震後に改訂されているが、個々の施設自体の
強度を強化していく方針で改訂24)が重ねられた。 
しかし、阪神・淡路大震災を受けて「耐震」の考え方は大きく変わり、平成 9年（1997
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年）の改訂では、水道施設を構成するパーツの耐震化もさることながら、水道システム
全体として機能確保をおこなうように改められた25)。 
一般に、水道の災害復旧に関する国庫補助の考え方として、被害が発生した施設ごと
に「応急仮復旧」をしてとりあえず機能回復したうえで、その後「本復旧」として原形
に復旧することが原則とされている。 
したがって、阪神・淡路大震災以前は水道施設の仮復旧・本復旧がいつ終わったか、
について取りざたされるものの震災後のシステム改善は「別の話」として、「水道施設
の耐震工法」（1953 年版）に沿って耐震対策を立案する、という対応がとられてきた。 
例外的対応として、1964年の新潟地震での新潟市水道局の事例がある。『地震から 30
年 にいがた水道のテーマ』26)には、「恒久復旧」として当時の考え方が記載されてい
る。その際の考え方として、①できるだけダクタイル鋳鉄管を使用する改良復旧とする
こと、②被災した全線の敷設替え、③復旧の容易性、④誰にでも応急復旧できるものと
すること、がかかげられている。具体的には、配水管網のブロック化（配水系統別、大
ブロック（20,000人規模）、小ブロック（2,000人規模））を実現することが取り上げら
れている。事業としては、265㎞の管路布設替えを 23億 6000 万円で 1年 9か月かけて
実施し、昭和 41年 3月に竣工した。 
その後 1978 年の宮城県沖地震では、宮城県の鈴木27)による被害のとりまとめが水道
協会雑誌に報告されている。この中で管路の被害として、仙台市は 233か所、宮城県全
体で約 1,600件が発生したとされている。復興計画の記述はないが、改訂中の「水道施
設の耐震工法」をもとに施設整備をしていく方向性が示されている。 
この時の厚生省水道整備課長である山村は、1978年 11月の水道協会雑誌において「水
道における地震対策」28)として、水道資産の 70％を占める管路の耐震化が重要である
が予算の制約もあり、長期計画で非耐震管路を耐震化していく必要があると述べている。
また、緊急遮断弁の設置、管路の多系統化・ループ化・ブロックシステム化などが推奨
されており、宮城県沖地震を踏まえてまさにこの時改訂中であった「水道施設の耐震工
法」（1979 年版）の内容に沿った見解が述べられている。 
このように、水道の耐震化はもっぱら水道施設の耐震性を向上させることで、地震に
対抗しようとするものであったが、一部、制度的なしくみにより地震被害の影響を緩和
しようとする動きも見られた。 
青森県八戸地方29)では、昭和 43年（1968 年）の十勝沖地震を契機に広域的な相互応
援体制の必要性が叫ばれ、日本水道協会東北地方支部単位での相互応援協定が締結され
ている。また、他の地方支部、県レベル、政令指定都市など大都市間などでも、相互応
援協定に発展している。 
ここまで阪神・淡路大震災以前の状態として、水道施設の耐震性向上と相互応援によ
る被害救済のしくみが整えられてきた。 
最近の情勢としては、平成 20年（2008年）に日本水道協会から「水道耐震化の課題
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と方策」30)が発表されたが、これは水道ビジョン（平成 16 年）に掲げた基幹施設・基
幹管路の耐震化率を 100％とする、という目標達成が危ぶまれている情勢で耐震化推進
を検討することを目的としている。この中でも耐震化については阪神・淡路大震災が契
機となったこと、水道事業者にアンケートをおこなって耐震化の阻害要因を抽出し、水
道利用者や職員その他のステークホルダーに理解を促進する方策を検討している。また、
耐震化計画の立案も促しているが、このような背景には耐震化が進んでいない現実があ
ると思われる。 
 
（4）復興計画の策定に関する研究 
以上、見てきたように水道の分野では、地震後に水道に特化した「復興計画」が立案
される例はなく、「水道施設の耐震工法」に沿って長期的な施設整備計画を立案してい
く、という手法がとられた。 
そこで、「復興計画」を少し広くとらえて、検討してみた。太田31)は、神戸市の復興
計画の策定過程について、11 の観点からの評価および検証の窓からの検証をおこなっ
ている。また、阪神・淡路大震災の神戸市と、ハリケーン・カトリーナの被害を受けた
ニューオリンズの復興計画を比較して問題点を見出し、神戸市の復興が成功したこと、
およびその要因を分析した。しかし、復興計画の文献レビューのなかで，策定過程を取
り上げた研究は太田自身による「阪神・淡路の復興計画32) 」以外には見当たらない、
と述べている。 
また、戦後の代表的な災害として、伊勢湾台風、酒田大火、新潟地震の復興計画（３
件）を取りあげ、実際の策定過程の記述を振り返っている。その中で、新潟地震につい
ては、「原形復旧にこだわらない『復興』を目指している」、とあり、太田も「原形復旧
にこだわらないことを明記していることは特筆すべきことである」と述べている。酒田
大火については、その後の土地区画整理事業・市街地再開発事業・商店街近代化事業等
を地域住民との協議・合意を踏まえて一気に成し遂げたことが評価されている。 
その他、これまで災害後の復興計画は、都市計画に関するもので、併せて産業の振興
など図っていくという内容が多い。 
 
（5）水道被害と復興に関する海外の情勢 
ここでは、以上のような震災被害の発生から、復興計画とその進捗、その途中で検討
された復興事業の個別の検討が、海外に対してどのように発表されたかを記述する。 
まず、震災から１か月後、コーネル大学のオルーク教授を団長とするアメリカ商務省
の調査チームが、神戸の水道の被害や復旧についてヒヤリングをおこなった。その後、
アメリカ土木学会（ASCE）の調査チーム（ランド、バランタイン）、ニュージーランド
（ライフライングループ）、シンガポール、韓国大田市などから調査団が訪れた。これ
らは水道に関しての被害調査であった。 
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その後、1995年大阪市で開催されたIWSA（International Water Supply Association(当時)）
の国際会議において、神戸市が作成した阪神・淡路大震災の被害と復旧のダイジェスト
版33)が配布され、注目を集めた。民営化されたばかりの英国アングリアン・ウォーター
の技術者が興味を持ち、神戸でのヒヤリングを希望したため、神戸で地震対策について
意見交換を行っている。 
同年 8月には阪神・淡路大震災の発生に対して「日米液状化対策ワークショップ」が
大阪で開催され、1999 年 8 月にはシアトルでライフライン地震工学委員会（5th 
ASCE-TCLEE）と日米液状化対策ワークショップが開催されている。 
1998 年には、6月に福井市において 1948年の福井地震から 50年を記念して「世界震
災都市会議」が開催され、同年 11 月には東京で IWSA の水道地震対策ワークショップ
も開催された。IWSA ワークショップは、地震対策に特化した会議であり、会議終了時
に「水道地震対策の継続」に関する決議が採択され、その後の日米水道地震対策ワーク
ショップ（1999 年の集々地震後、台湾も参加）につながった。 
日米水道地震対策ワークショップは、1999 年以降、隔年に開催されるようになり、
その後集々地震を受けた台湾を加えて継続している。 
2013 年 8 月にはオークランドで第７回が開催されたが、神戸市の田中34)は個人の水
使用に踏み込んで復旧状況の「質」を表現し、できるだけ通常の生活ができる「よりよ
い復旧」にするべく、その評価手法を提案している。 
なお、IWSA は下水・環境・水質などの分野も含めて IWA（International Water 
Association）に統合され、その地域会議である ASPIRE(Asia Pacific Regional 
Conference、2005～)も定期的に開催されるようになり、地震対策への関心も国際的に
高まってきた。 
1988 年以来、3 年ごと神戸市で開催されてきた水道管路国際シンポジウム（（財）水
道技術センター、神戸市の共催。後に「水道技術国際シンポジウム」に改称）は、1997
年の第４回のテーマを水道地震対策とした。この会議において、当時の神戸市水道局技
術部長の小倉9)は、神戸市の被害と復興事業について総括的な報告をおこない、一つの
区切りとしている。 
このように阪神・淡路大震災はわが国の災害が海外で注目されるきっかけとなり、特
に水道の分野での海外交流のさきがけとなった。 
一方、海外では地震についてアメリカ西海岸での対応が注目される。サンフランシス
コ湾岸東部の諸都市は上下水道の企業体（East Bay Municipal Utility District、 
EBMUD）からサービスの提供を受けている。EBMUDでは区域内に３本の活断層が通
過し地震リスクにさらされている。このため 1995 年から 10 年間で 300 件にのぼる施
設耐震化35),36)を実施した。この中には、幹線送水管のループ化、断層を横断するトンネ
ル内での通水確保などが含まれている。 
ロサンゼルス電気水道局（LADWP、 Los Angeles Department of Water and Power）
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では、1971 年のSan Fernando地震と 1994 年 1 月 17 日のNorthridge地震が大きな被
害をもたらしており、Lower Van Normanダムの堰堤崩壊やBalboa大通りの幹線管路
のライフライン複合災害が有名である。その後、個別に耐震性の評価をおこない地震対
策を実施している。最近では、Davisら37)が水道の復旧プロセスの質の向上についての
評価をおこなうシステムを提案している。 
2011 年 2 月にはニュージーランドのChristchurchで大きな地震が発生した。最大の
被害は液状化に伴う道路と埋設管路の破損であった。市当局はインフラ再建強化計画
（Stronger Christchurch Infrastructure Rebuild Plan38)）を策定し、カンタベリー地
震復興庁（Canterbury Earthquake Recovery Authority, CERA）とともにインフラ再
建強化チーム（Stronger Christchurch Infrastructure Rebuild Team, SCIRT）が実行
部隊となって、汚水管（300 ㎞）、雨水管、水道管（124 ㎞）および道路（895 ㎞）の
補修を担当している。予定されたプロジェクトに必要な額は約1880億円（１NZD＝85.2
円で換算）と見積もられ、当面 5 年間で実施するとしている。ただ、復興事業は長期化
するとみられており、次の地震も念頭に置き、Redundancyを考慮し、よりよい材料を
用いて強靭なインフラ設備に再建するとしている。これに関連して、短期間に多くの工
事が実施されていくため、住民や地域コミュニティーとの対話を促進することで工事の
影響を最小化する、また競争的な契約環境でValue for Moneyを実現することを目指し
ている39)。 
Christchurch の地震は東日本大震災と前後して発生したこと、液状化被害が甚大で
あること、インフラ専門の復興組織を立ち上げて進めていることなど、その復興プロセ
スは今後注目していく必要がある。 
 
（6）既存の研究成果に関するまとめ 
阪神・淡路大震災によって、神戸水道はどのような被害に直面し、そこからの復旧・
復興をめぐって、どのような調査研究がおこなわれたか、について概説した。 
当初は、初めて経験する近代都市の巨大災害、という視点から被害状況の分析、次
に復興計画の策定とその基本理念と背景となる概念の導入、その後、復興事業の進捗と
耐震化の成果の報告がされてきている。最近では耐震化の成果を活かした復旧・復興戦
略や一般市民から“見えにくい”水道耐震化に対する理解を得るための広報なども研究
対象となってきている。 
一方、海外との研究交流では、「ライフライン地震工学」という言葉を生み出したア
メリカ西海岸との交流が中心であるが、その後、大地震が発生した台湾なども意見交換
に加わってきている。今後、水道地震対策に真剣に向き合う諸都市が国際的に連携して
世界の水道地震対策を牽引していく必要がある。 
また、過去の水道の地震被害の報告などから、復興計画として神戸市の耐震化指針・
計画のようなものが策定された形跡はなく、事業計画に取り込まれる形で耐震化が行わ
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れてきた。他に広域連携や配水のブロック化、バックアップ、ループ化なども考え方と
して出されているが、管網整備として進められてきた。 
 
 
1.3 本論文の構成 
本研究のテーマは「阪神・淡路大震災の災害対応と耐震化計画策定」を契機として、
その後の災害対応、特に東日本大震災への対応経験から考察した「水道耐震化」である。
これまで阪神・淡路大震災については多くの研究が行われている。しかし、災害対応に
ついて当事者からの発信は分野が限られている。著者は、災害対応の３つの段階でそれ
ぞれ重要なテーマを取り上げて考察を加えることで実際の災害対応から有益な普遍的
事項を見出すことを目的とした。 
 
第２章においては、まず契機となった阪神・淡路大震災について、神戸市の水道被害
の概要とその復旧状況、仮復旧完了時点における反省と教訓を整理した。水道の被害は、
物理的被害（施設被害）とそれによって引き起こされるシステム・ダウン、即ち機能的
被害（断水等）に大別される。阪神・淡路大震災では、施設被害は管路に集中し、各所
で漏水事故が発生した。この結果、全市的に断水状態になり、システム復旧に多大な時
間と労力を要した。このような被害発生と復旧の経過から、得られた教訓について簡単
にとりまとめた。 
第３章においては、教訓をもとにした復興計画（耐震化計画）の成立過程について、
当時の社会的背景とともに、上位計画や周辺計画との関係、逆に他の計画に与えた影響
について考察した。 
第４章においては、この耐震化計画について 18年経過後の評価と検証をおこなった。 
神戸市水道局では、震災以降、今日まで耐震化に予算をかけシステム再構築と合わせ
ながら「耐震化」を進めてきた。年月を経て、重要性が低下した事項、新たな概念の追
加、計画の修正などについて考察した。 
第５章においては、東灘第２低層区域の実際の復旧プロセスを再現し、大容量送水管
とブロック分割による復旧の迅速化、および管路の耐震化の効果を示し、復旧戦略のう
えでの効果を検証する。 
第６章においては、阪神・淡路大震災当時使用されていた第２世代のテレメーターシ
ステムで収集されたデータの活用について述べる。現在、1995 年の 1 月 17 日前後の各
配水池の水位・水量データが保存されており、これと管路被害データと関連付けること
ができれば、水量データの状況から被害状態の推定が可能となる。初期段階における被
害推定は、作業量から応援の要請規模、復旧見通しにつながり「早期復旧」のためのき
わめて重要な情報となる。 
第７章においては、神戸市域の連絡管システムと広域計画に基づく連絡管を総合し、
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兵庫県南部地域における連絡管システムとして階層化をおこなった。配水管のブロック
システムについては、新潟地震以降に提唱されており、宮城県沖地震後にもその方策が
推奨されている。ここでは、さらに拡張した考え方を示したい。 
第８章においては、東日本大震災への応援をもとに、遠隔地における応援、県内など
地域における連携など、東南海・南海地震を想定して考慮しておくべき地震・津波対策
について考察した。これらを具体化するプロセスについて考えていく必要がある。 
第９章においては、阪神・淡路大震災における水道の復興計画（耐震化計画）を中心
に、そこに取り入れられた理念を整理し、18 年経過する中で消えていった概念、新た
に付け加わった概念、さらに他の自然災害からの復興で取り入れられた概念、海外にお
ける水道耐震化の事例などから、水道耐震化に必要な要素を整理してみた。 
第１０章は本博士論文の結論として、阪神・淡路大震災を契機とした「水道耐震化」
について得られた成果をまとめた。 
 
このような本研究の構成を、事実経過と章を対比させての関係として図 1-1 に示した。 
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（事実経過）                          （論文構成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-1 博士論文の全体像について 
（震災関連の事実経過と本論文の構成（フロー）） 
第１章 序論（背景と目的、構成） 
第４章 耐震化計画の評価と検証 
第６章 水量監視データの活用 
第７章 連絡管システムの階層化 
第９章 水道耐震化の普遍的要素 
（復興計画に求める理念と方策） 
阪神・淡路大震災の発生 
水道システムに多大な被害発生 
・被害の分析（施設、給水） 
・震災の反省と教訓 
復興計画の策定 
18 年間にわたる水道耐震化の評価 
（残された課題、構想など） 
アメリカ西海岸の水道耐震化 
Christchurch の事例から 
第１０章 結論 
阪神・淡路大震災および東日本大震災
の経験から今後の大震災に備える 
現時点における反省・耐震化の進捗 
今後発展させるべきシステムは？ 
第２章 阪神・淡路大震災による
水道の被害と復旧 
第３章 復興計画の策定過程と
その効果と影響 
東日本大震災の発生と神戸から
の給水・復旧支援 
東南海・南海地震を想定した水道
事業の地震対策および広域連携 
第８章  東日本大震災の教訓と
兵庫県の広域連携 
第５章 復旧期間の短縮方策 
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第２章 阪神・淡路大震災による神戸市水道の被害と復旧 
 
 
2.1 はじめに ～神戸市水道システムの概要 
神戸市の水道は 1900年（明治 33年）にわが国で 7番目の水道として給水を開始した。 
神戸水道創設にあたっては、他の草創期の水道がそうであったように英国人パーマー、
バルトンが関与し、新しい教育を受けた日本人の若者が中心となって工事1)が進められ
た。また、わが国最初の重力式コンクリートダムである布引五本松堰堤（布引ダム）に
も初めてコンクリートが使われ、揚圧力の軽減など当時の最新の知識2)が注入されてい
る。  
給水開始時、計画給水人口は 25 万人、1 人１日 100ℓを供給する規模（25、000 ㎥/
日）であった。2013 年現在では、1 人１日約 500ℓを 170 万人に供給できる大規模シス
テム（881,000 ㎥/日）になっている。 
現在における神戸市水道の特徴は、 
① 市内に大きな川がなく水源に乏しいこと 
② 層別（30m ごと）・ブロック別（東西に 3～5km ごと）の給水方式を採用して
いること 
③ 数多くの配水池（125 か所）・ポンプ場（50 か所）を集中監視室（奥平野）か
ら遠隔制御・監視していること（2013 年 11 月の施設数） 
④ 75％以上を占める阪神水道供給分は高度浄水処理（オゾン＋活性炭）されてい
ること 
阪神・淡路大震災が発生した 1995 年当時は、拡大を続けた市域も確定し、人口増加
の速度も鈍り、一方で琵琶湖・淀川水系を水源とする阪神水道企業団からの給水により
断水のない水道システムとなっていた。また市街地を対象とした第６回拡張工事も終盤
に入り、直結給水区域拡大を考慮したより高位の第３トンネル、北区を対象とする北神
水道事業、六甲山水道事業との統合など、安定期に入って拡張にあたらない次の施設整
備計画が検討されようとしていた時期でもあった。 
このような時期に発生した阪神・淡路大震災は、まさに安定期に向けた施設整備から
「大規模なシステム再構築」に発展を迫る大きなきっかけとなった。 
 
 
2.2 神戸市水道の被害 
ここでは、阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）そのものについての記述は省略する
が、神戸市の水道に関する被害状況およびそれによる機能被害、および市民の声（苦情・
問い合わせなど）について解説する。基本となる参考文献は『水道復旧の記録』3)と『阪
神・淡路大震災調査報告（ライフライン施設の被害と復旧 第２章水道）』4)である。 
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(1) 被害箇所と被害額 
水道施設の被害箇所数および被害金額を表 2-1に示す。最大の被害は配水管と給水管
に関するものであり、庁舎にも被害があった。直接被害は 290 億円であるが、料金減収、
起債に伴う利払いなどを加えると総額約 400 億円程度と見積もられている。 
 
(2) 配水管整備に関する特記事項と時代的背景 
配水管については、明治 33年（1900年）の創設当時、多くは英国製鋳鉄管（D. Y. Stuart
社製）が輸入されて使用されていたが、すぐに日本製が使われるようになった。しかし、
昭和時代に入ると需要水量の増加や管の劣化により、出水不良や赤水・破裂といった事
故が頻発するようになってきた。昭和 39 年（1965）以降、φ300 ㎜以上の大口径管は
ダクタイル管が使用され、内面がモルタルライニングされ、継手もメカニカル継手とな
って漏水・赤水に対応できるようになった。昭和 41 年（1967）以降、φ200 以下の小
口径管もダクタイル化され、管路網そのものの品質が向上し始めた。 神戸市では昭和
33 年（1959）以降、配水管整備増強工事を進めて配水管網に関する問題解決を図って
きたが、阪神・淡路大震災の 1995 年当時は、耐震管（離脱防止型継手）はそれほど普
及していないものの、鉛管はすでに取替済であり、ダクタイル化率が 85％を超え、管
路整備は当時としてはかなり進んだ状況にあった。  
 
(3) 被害状況 
被害は水道システムを構成する各分野に及んだ。特に被害の大きかった管路について
は、水道システムの性質上、供給区域の地盤を選ぶことができず、地盤の動きに追随で
きないことから弱い材質の管（鋳鉄管（ＣＩＰ）、ＶＰなど）は管体破損し、強い管（ダ
クタイル鋳鉄管（ＤＩＰ）など）は継手の抜けが生じて漏水した。このような被害は、
液状化した地域を中心に広がっている。（図 2-1～3） 
また、特徴的な被害として、水道局庁舎が破壊され、図面等の資料入手が容易でなく
なり、復旧作業の円滑な施行に支障を与えた。図 2-4 には当時の本庁舎６Ｆの内部状態
を示した。これは想定外のことであり、送水管理のシステムを含めてバックアップでき
る体制にすることが教訓として得られた。 
 
(4) 配水管の被害分析 
配水管破損事故の総数は、確認されたものだけで 1,757 件に達しており、その約 60％
は管の継手部で発生している。発生場所の分布をみると臨海部、河川沿い、断層付近な
ど地盤変位の大きい場所で生じている。また、管種別にみるとダクタイル管（DIP）の
破損件数が多いが、発生率では古い鋳鉄管（CIP）の破損率が高い。（図 2-5） 
これらのことから、配水管の耐震性強化（管路更新）を検討する場合には、大きな地
盤変位が予測される場所に耐震管を使用しつつ、限られた投資財源の観点から優先順位
をつけて更新していくことが望ましいと判断された。 
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   表 2-1 神戸市水道の被害状況 
施設名 被害 (被害数／施設数) 復旧費用 備考 
ダム 1 / 3 ダム 
 (億円) 
 
70 
*：導水・送水施設につ
いてはそれぞれ２系
統・６系統が機能停止し
た。 
浄水場 2 / 7 浄水場 
導水施設 2 系統*     /43 km 
送水施設 6 系統*     / 260 km 
配水池 1             / 119 個所 19  
配水管 1,757 個所   / 4,002 km 135  
給水管 89,584  /650,000 lines 25  
その他 本庁、 東部営業所等 41  
合計  290  
   ※料金も含めた間接的被害も含めると約 400 億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1 配水管被害の分布（市街地） 
図 2-2 地層別の配水管被害（市街地） 
16 
 
 
 
＜凡例＞ 
※ Steel Pipe :鋼管（溶接継手） 
※ DIP(A,K,T)はダクタイル鋳鉄管の継ぎ手の種類を示し、いずれも抜け
出し防止機能のない種類を示している。（DIP : Ductile Iron Pipe） 
※ CIP : Cast Iron Pipe（ダクタイルでない鋳鉄管） 
※ PVC：Poly-Vinyl Chloride（塩化ビニル管） 
※ Pipe Body は管体破損、Joint は継手破損を示す。 
図 2-4 水道庁舎の被害状況 
 
図 2-3 水道管路の被害状況 
 
 Pipe Damages（件）
0 200 400 600 800 1000
PVC
CIP
DIP(A,K,T)
Steel Pipe
Damage Rate(件/km)
0 0.5 1 1.5
Pipe Body
Joint
図 2-5 配水管の材質別・部位別の被害件数と被害率 
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(5) 施設別の被害状況 
ライフラインは数多くの施設が複合して 1 つの機能を提供している。どれか１つが機
能を失っても困るが、被害を最小限に留めるようバックアップのしくみやリダンダンシ
ー（冗長性）をもって災害に対処することは可能である。この準備として神戸市水道シ
ステムを基幹施設と管路施設に分類し、それぞれについて地震被害に対する特徴を比較
した。基幹施設は個別に耐震設計を行うことが可能であり、阪神・淡路大震災において
も被害は少なかった。 
 
(6) 断水に至る経過（物理的被害から機能的被害へ）5),6) 
地震により配水管に生じた事故（管路破損、継手離脱など）は各地の管路に漏水を発
生させ、配水池においては異常な水の流出となって表れた。また、配水池の水位は急激
に低下し配水量が減り、配水池が空になった。自然流下で輸送している管路も上流から
次第に水がなくなり、高台の地区から断水状態になっていった。 
図 2-6 には、須磨区の板宿低層配水池（容量：10,000 ㎥）における水位記録を示し
た。また、図 2-7 には、板宿低層配水池の供給区域である須磨区・長田区付近について、
午前 6 時と 6 時 40 分の水圧分布を再現した結果を示した。 
5 時 46 分の地震発生から、わずか１時間程度で配水池水位がゼロになり、これに対応
して、各地で急速に水位低下が発生していること、40 分間にも水圧低下が広がってい
っていることが示されている。ただ、新長田の西側を通る配水幹線付近では、ある程度 
の水圧が維持されていることもわかる。 
 
 
表 2-2 施設の形態と地震被害 
 具体例 施設の配置 弱点 対策 
基幹施設 
   
トンネル 線状 断層 断層対策 
浄水場、配水池 点  個別対策可能 
管路施設 
 
配水管 面的ひろがり 液状化に弱い、管
路の絶対量（弱
点）が多い 
管材質の耐震化 
ループ化 
バックアップ 
給水管 線、建物単位 建物破壊 管材質の耐震化 
18 
 
 
(7) 水道に対する市民の声 
水道局本庁（災害対策本部）では、市民から寄せられた苦情電話をメモの形に残して
おり、その総数は約 2,500件になる。これはまさに「市民の声」であり、この動向につ
いて分析をおこなった。その中で、次項で示す復旧率から断水人口を算出し、苦情件数
を断水人口で除した指標は、単位断水人口あたりの苦情件数を示しており、ある意味で
市民の不満の強さを表している。 
図 2-8 から苦情件数の総数（絶対数）は通水が進むにつれて減少しており、「取り残
された」と感じる需要者の不満が苦情となってあらわれていると考えることができる。
図 2-9 からこの数値の動向をみると、4週間を過ぎる当たりから不満の強さが上昇して
おり、表 2-3に示す定性的な「怒り、悲痛な声」に対応していることがわかる。したが
3.0 
 1月 16日 1月 17日 1月 18日 
（時／月，日） 
 06   12    18  00   06   12   18   00   06   12   18   00    06  
    
 
0.0 
0 
0 
3.0 
800 
800 
6.0 
1600 
1600 
9.0 
2400 
2400 
12.0 
3200 
3200 
15.0 
4000 
4000 
水位(m) 
配水量(m3/H) 
入水量(m3/H) 
95年 01月 16日 06時から 95年 01月 19日 06時まで表示 
配水池容量 10,000m3 
図 2-6 板宿低層配水池の水位（1月 16～18日） 
板宿低層配水池 
板宿 
1.0 
1.0 
1.0 1.5 
2.0 2.0 
1.5 
1.0 
新長田 鷹取 
JR 
大 阪 湾 
1,000M 
午前 6時 40分 (WL：58m) 
山陽電鉄 月見山 
須磨 
国道 2号線 
板宿低層配水池 
板宿 2.5 
2.5 
2.0 2.0 2.0 
新長田 
山陽電鉄 月見山 須磨 
鷹取 
国道 2号線 
>3 3.0 JR 
2.5 
2.0 
<2 
大 阪 湾 1,000M 
午前 6時 00分 (WL：65m) 
図 2-7 板宿低層配水区域の水圧分布（午前 6:00と 6:40） 
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ってとりあえずの復旧は４週間以内…というのが 1つの目安といえよう。 
 
 
市民の声（電話問い合わせの内容） 
第１週目（1/18--24） 第 2週目（1/25--31） 第 3･4週目（2/1--14） 第 5週目以降（2/15～） 
復旧の見通しは？ 
給水車はいつどこに
来るのか（場所・時間） 
いつ水がでるか？ 
避難所に給水タン
クを設置してほし
い（量・回数を増や
して） 
詳しい情報がない 
水が十分給水されな
い 
我慢も限界だ 
水くみがつらい、疲れ
た 
知りたい いらだち 不安・あせり 怒り・悲痛な声 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-3 市民の声の時間的推移 
図 2-8 市民からの苦情と要望（本部受付分） 
図 2-9 未通水人口 10万人当たりの苦情件数（件／10万人） 
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2.3 水道の復旧状況 
(1)地理的にみた復旧状況 
当初、復旧作業は火災や家屋倒壊などで被害の大きかった低層配水区域から始めら
れた。しかし、この区域は管路被害の多い地区でもあり、いくら漏水箇所を修理しても
新たな漏水が見つかるという「もぐらたたき」の状態であった。このため管網全体の水
圧がなかなか上昇しない結果となった。そこで比較的強固な地盤で被害も少ないと想定
される山麓部（高層以上の配水区域）についても復旧に着手し、これらは短期間に通常
給水が回復したため、通水完了日だけみると、概ね山麓部から海岸部に向って復旧が進
められたようにみえる。 
図 2－10 をみると、市街地東部の復旧が遅くなっている。また、海に近い低地部の
復旧が遅れているが、山麓部では比較的被害は少ないため早く復旧している。 
 
 
 
17 24 31 7 14 21 28 7 14 21 28
  
0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 
90 
100 
(%) 
B 
A 
 
1995 Kobe 
１月 2月 (1995) ３月 
給
水
の
復
旧
率
 
A：地震対策により迅速な復旧
ができる場合 
B：施設の耐震化が進み被害箇
所が少なくなり，被害が局所
化された場合 
赤線：1995 年の阪神淡路大震
災での実際の復旧曲線 
図 2-11 復旧曲線（実際と理想） 
図 2-10 地域別の復旧状況 
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 (2)時間的な復旧経過 
実際の神戸水道の復旧率を図 2－11 に示す。一時は全面的に断水したが、1 月末には
58.8％、2 月末には 93.6％、3 月末には 99.9％がそれぞれ復旧し、4 月 17 日に当面の
応急復旧を終了した。なお、水道の復旧方法は通常、以下に示す方法で進められる。 
＜水道の復旧方法＞ 
① 管路については、いったん配水池からの給水を止め、少しずつ水を入れて
水圧をかける。→漏水があれば水圧が低下する。 
② 漏水箇所を探しだし、管路の不良部分を切断して取り替える。 
③ 改めて水圧をかけ、水圧低下しないことを確認して次の区間に進む。 
 
水道管の復旧は、①②③を 1 ヶ所ずつ繰り返すことで少しずつ進んでいく。修理箇所
数は最初の段階では把握することはできず、推定するしかない。このため、マスコミに
不正確な情報を流すことにつながり、推定どおりに復旧できなかった場合、「当局の見
通しの甘さ」について批判を受けることになる。 
このため、初期段階で被害規模を推定する手法として次の第４章において、送水管理
データを用いた被害推定手法について検討したところである。なお、復興計画の方向と
して、復旧曲線は当面 A、その先の段階として B のカーブをたどるように設定してい
くことが求められた。 
 
2.4 水道復旧から得られた教訓6),7) 
神戸市水道の被害と復旧の経験から、教訓として考えられる点をリストアップする。
これらの事項は第５章において、復興計画を立案する場合の基本事項として活用してい
くものである。 
 
① 神戸市の全市的な被害であった 
阪神・淡路以前の地震対策は、全市的に被害を受けることを想定しておらず、
被害のない事業所が被害を受けた事業所（配水区域）を応援する体制がとられて
いた。また、被害把握が困難で復旧見通しを立てられず、作業従事者も水道当局
も「終りが見えない」状態であった。 
 
② 復旧が長期にわたった 
復旧が長期化すると、飲料水だけでなく生活用水の需要が急増し、その供給は
極めて困難になる。また、復旧できない家庭では不満が急速に高まり、対応が難
しくなる。このため応急復旧については計画目標として４週間以内の完了を目指
すこととされた。 
 
③ 応急給水についてタンク車は限界がある 
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生活用水は日数とともに必要量が増大し、タンク車での給水は限界になる。早期
に管路による応急給水体制（水量・時間に制約なし）に移行することが必要である。
復興計画では、復旧状況に応じて供給水量を増加できるよう配慮されている。 
 
④ 復旧の本拠となる庁舎が被災（使えなくなる） 
復旧作業の本拠（本庁、その他の庁舎）となる建物が被災して復旧に必要な資料
（図面など）がすぐに参照できる状況になく、復旧戦略立案などに支障となった。 
 
⑤ 情報システムの有効性が示された 
神戸市が採用していたテレメータ・テレコントロールシステム、緊急遮断弁シス
テム、水質モニターシステムなど各種情報システムは各地の状況をデータで送信し、
監視センター等で総合的に状況を把握することができ有効であった。（復興計画では
これらシステムをさらに発展させることにした。） 
 
⑥ 交通渋滞 
神戸の場合、東西に長い地形から交通渋滞がひどく、資材運搬や応急給水には一
部海上輸送も利用された。都市の形状、周辺都市との連絡道路、川・海との接続な
ど都市が持つ特性を活かした復旧が求められる。（復興計画で「神戸らしさ」として
考慮） 
 
⑦ 災害の発生時期 
災害発生が夏であれば、衛生状態を清潔に保つための必要水量が増加し、伝染病
等の心配もあった。冬であったため、風呂・シャワーも多少はがまんできた。 
 
⑧ 応援隊の有効な活用 
水道の給水や修繕には全国の都市から応援の申し出が殺到したが、被災都市であ
る神戸市は「応援申し出」を交通整理することが非常に困難であった。被災都市の
状況を冷静に判断し、応援部隊を適切に配置できる部署が必要であり、震災後、大
都市間の相互応援協定により「応援幹事都市」の制度ができた。神戸の場合、大阪
市と広島市が幹事となり、神戸市と調整しながら応援部隊（給水・復旧）を配置・
統括する。 
 
⑨ 他のライフラインとの相互連関8) 
電気・ガス・通信・道路・下水などの他のライフラインと水道は、相互に依存性
が強い。しかし、阪神・淡路大震災にあっては、電力が約１週間で回復し、浄水場
やポンプ場の運転にそれほどの支障にはならなかった。 
道路については埋設空間を提供するもので、地震時にはガレキによる埋没、舗装
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割れによる通行不能、橋梁落下などが発生する。ただ幹線道路はいち早く啓開され、
物資の輸送に供される。この状況下で交通事情を考慮して水道管の復旧作業を進め
るため、必ずしも水道ペースで進められない面はあるが、阪神・淡路に関しては相
互連関の問題が大きなものとなることはなかったように思われる。 
 
表 2-4 水道から見た他のライフラインとの相互連関 
ライフライン 事象 水道に与えた影響 水道からの影響 
電気 停電 送水停止、浄水停止、電話・
FAX 使用不可 
 
電話 断線、輻輳 情報収集の遅れ 
指示の不徹底 
 
ガス 復旧工事の遅れ  水の流入 
下水  汚染の危険（今回事例なし）  
中水   バックアップで機
能回復 
交通（道路） 道路閉鎖・交通
渋滞 
応急給水・復旧工事の遅れ  
交通（鉄道） 早期復旧 市民生活の正常化 
応急給水量の増大 
 
ゴミ処理 焼却炉の停止  冷却水不足 
 
 
2.5 結語  
阪神・淡路大震災により水道は最長３ヶ月にわたって機能を失った。この間、市民生
活は混乱し、都市活動は停滞した。人々は水道が断水することなく供給を続けることが
当然と考えるようになったこともライフラインの脆弱性を増す結果となった。 
神戸市水道局は、震災によってこのような状況を経験し、「災害に強く、早期復旧が
可能な」水道システムのあり方に多くの教訓を得ることになった。後の第３章において、
これらの教訓を活かしながら復興計画を立案した過程および第４章において現時点か
ら振り返った評価を行うこととする。 
1995 年 7月の復興計画が妥当なものであったか、検討項目は十分であったか、施策と
して盛り込むべき事業は十分であったか、復興計画として汎用性のある事項は何か、な
どを第９章で検証する。 
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第３章 水道復興計画の背景と影響に関する考察 
 
 
3.1 はじめに 
復興計画は被災した事業者が復旧・復興を進める指針を与えるものである。将来的な
あり姿を予想し、基本理念を掲げて事業化することで、見通しを持った復興にすること
ができる。神戸市水道事業は 1995年 1月 17日の阪神・淡路大震災で大きな被害を受け、
最長 3ヶ月にわたる断水を余儀なくされた。ここでは、神戸の水道に関する阪神・淡路
大震災からの復興計画を取り上げ、その策定経過を振り返り、教訓とすべき事項を整理
することとする。 
なお、ここで言う水道の復興計画は内容的には「耐震化計画」であるので、以降、原
則として「耐震化計画」と称することとする。 
神戸市水道局では、1995 年 1 月 17 日の阪神淡路大震災の発生以来、給水や復旧作業
に追われる一方で、地震など災害に強い水道づくりを行うため、復興計画検討委員会を
設置し「災害に強く、早期復旧が可能な水道システム」について検討を重ねた。その結
果は、『神戸市水道耐震化指針』1)および『神戸市水道施設耐震化基本計画』1),2)に盛り
込まれ、耐震化事業がスタートした。ここでは、復興計画（耐震化計画）に基づく 17
年後の耐震化状況を俯瞰し、現時点から復興計画の立案について振り返った検証をおこ
なう。震災からの復旧に際しては、政府や学会などから水道施設の耐震化に向けた復旧
方針が提案され、神戸市としても当事者として復興計画を立案する必要があった。この
復興計画に基づく耐震化事業とともに、新たな災害が発生した場合の相互応援のしくみ
も整備され、秩序だった応援ができるようになった。また、市民との防災訓練が頻繁に
実施されるようになり、市民の意識の中に災害時の給水場所などの情報が「常識」とし
て植えつけられるようになってきた。 
 
 
3.2 被災から復興計画への経過 
兵庫県南部地震の発生直後から、神戸市の水道では主に配水管の多くの箇所に管体の
破裂や継手の離脱を生じ、各地で漏水が発生したため、ほぼ市内全域で断水状態になっ
た。同時に 75％の水量を供給している阪神水道企業団も導水管が破損し、神戸市への
送水能力も大きく制限された。このような状況下では、各地から応援に入る給水支援隊
の協力も得て給水活動をおこなったものの、約 150万人の人口に対して十分な水量を供
給することはできなかった。いかにして効果的な給水をおこなうか、試行錯誤が続いた。
また一方で、被災した管路をいかに効率的に応急復旧していくか、も主要なテーマであ
った。幸いにも送水トンネルや配水池の被害はそれほど大きくなかったため、復旧のた
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めに配水池の水量を確保し、それを水源に漏水箇所を見つけていく復旧方法がとられた。
ただ、水道管路は埋設されているため、被害状況を簡単に見ることはできない。配水池
を出発点に幹線→準幹線→支線と管路を順序だてて復旧していく方法がとられた。しか
し、中央区は行政や商業の中心地であったため、まず漏水覚悟で給水を始め、少しずつ
漏水を減らしていく方法がとられた。2 月中旬になり、阪神水道の導水管が仮復旧し、
従来の送水能力に近い水量を送れるようになって、それまで絶対的な水量不足のため給
水区域拡大が先延ばしされていたポートアイランドなどが復旧し、一息つけるようにな
った。この頃から仮復旧後の本格復旧の姿について、今回の発生した全戸断水のような
事態への対処を含め、「耐震化」について具体的にどのように施設整備していくか、考
えていくことができるようになった。すなわち、構造物や管路など施設の耐震化、阪神
水道からの送水管の強化、早期復旧のために配水池などに緊急水を貯留するシステムの
整備などである。復興計画の立案にあたっては、このような被災状況・その後の緊急対
応が大きく影響している。 
 
 
3.3 復興計画検討委員会 
(1) 神戸市水道局における動き 
a)復興の素案 
被害を受けた神戸市水道において
は、内部ではかなり早い段階から復興
のあり方について意見が交わされて
きた。復興のあり方について組織的に
検討されたのは、2 月 22 日の部内の
検討会議であり、当時、本庁に勤務し
ていた技術部所属の主だったメンバ
ーが集められ、フリートーキングから
始めて復興の姿を具体化していった。
この結果は「復興の素案（2 月 23 日
付）」3)という形で市長にも提示された。
ただ、内容は施設整備に関するものを
中心に取り上げられている。ソフト的
施策の記述は少ないながら、ブロック
化・情報管理・拠点配置・給水方法な
どのソフト面の開発について言及し
ている。表 3-1にその概要を示す。 
 
【復興の基本方針】 
1. 基幹施設の耐震化と危険分散 
2. 緊急用水貯留システム及び消防水利の整備 
3. 広域的なバックアップシステムの構築 
4. 管路の耐震化と漏水防止の強化 
5. 水道施設・給水管等の構造・材質の変更 
6. 早期復旧が可能な維持管理システムの形成 
（1） 配水区域のブロック化，管理しやすい施設 
（2） 情報管理・拠点配置・給水方法など 
 
全体計画は「災害に強く，早期復旧が可能な水道シス
テムを構築する」ことを目的とし，そのために「震後
復興計画」と「中長期耐震化計画」を策定する． 
表 3-1 復興の素案（抄） 
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b)復興計画検討委員会の設置 
これと並行して、震災復興を進めるにあたり「復興」の考え方を取りまとめて「指針」
として示す必要性から委員会を設置することになり、住友恒京都大学教授を委員長とす
る『復興計画検討委員会』（以下、「検討委員会」と称す。）が立ち上がった。委員会の
構成については、学識経験者と行政機関、水道界の有識者が集められた。学識経験者と
して神戸大学の高田至郎（ライフライン地震工学）、櫻井春輔（岩盤力学）の 2 氏、行
政関係からは浜田康敬（厚生省）、末田武史（兵庫県）、山下彰啓（神戸市）の 3氏、水
道関係者として白水暢（日本水道協会）、鈴木繁（水道管路技術センター）、松本宏一郎
（大阪市）、岸田威（兵庫県）、中元正男（のち谷淵映二、阪神水道）、木村洋（のち藤
田徹、神戸市）の 6 氏、合計 12 名の委員会となった。これに対する水道局側の体制と
して、本部にいた技術職員 4名がこの事務にあたり、4月以降は計画課計画係が担当す
ることになった。 
委員決定後、早急に委嘱手続きが行なわれ、3月 9日に神戸市役所で第１回検討委員
会が開催された。この時期はまだＪＲ在来線・新幹線が開通していないなど移動手段が
限られ、東京・京都からの委員は JR住吉駅から JRの代行バスで神戸入りするという環
境条件の中での開催であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c)検討委員会における検討経過(3月 9日～5月 31日) 
3月 9日の第 1回委員会において、住友委員長から、①市民の視点に立つこと、②市
民の声を活かす、③神戸らしさを反映させること、を基本方針とすることが示された。 
以降、この方針に沿った資料が用意され、激しい議論が闘わされることになったが、最
後は委員長・事務局一任として取りまとめが行われた。その成果は『神戸市水道耐震化
指針』という形で平成 7年 6月 14日に記者発表された。 
その後、神戸市では具体的な耐震化計画の策定に移り、平成 7年 7月に『神戸市水道
施設耐震化基本計画』が発表され、翌平成 8年 3月に「第７回拡張工事」という形で厚
生省（当時）の変更認可を取得し、4月から「基幹施設整備事業」など耐震化事業が本
格的に実施されていった。 
表 3-2 水道復興計画検討委員会の開催経緯 
 月日 審議内容 
第 1回 3月 9日 神戸の水道施設概要と地震被害の状況 
第 2回 3月 22日 指針の基本概念 
第 3回 4月 7日 計画目標の設定 
第 4回 4月 17日 耐震化方策の検討 
第 5回 5月 2日 指針の構成について 
第 6回 5月 31日 指針（案）の全体審議 
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(2) 社会における復興への提案 
神戸市水道局では 2月に入ってから復興の方針を模索し始めたが、同時期に神戸市を
取り巻く外部の社会においても各種の検討が進められていた。 
この背景として、「近代的な大都市が直接的に地震被害を受けると、断水により都市
活動・市民生活に対して甚大な影響があり、結果として都市の機能が麻痺することが明
らかになったことが背景にある。これを防ぐためには耐震化を核にすえた施設整備（改
良）を進めていく必要がある。」との共通認識があった。また、公共土木施設の災害復
旧は「原形復旧」が原則であるため、そのままでは震災前と同程度の耐震性を持った施
設として復旧される。さらに、中長期的な耐震化にも、国庫補助による施策誘導が必要
であり、まず当面の災害復旧工事から耐震性強化を進めていく必要があると考えられた。
以下の表 3-3～5に復旧に対する関係機関からの提言（抜粋）を列挙する。 
 
a) 土木学会：「阪神・淡路大震災 復興に向けての緊急提言」（1995.3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 厚生省：「阪神・淡路大震災に伴う水道施設復旧のための基本的考え方について」
（1995.3.31） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【土木学会・緊急提言】 
Ｂ．各論 ５信頼性の高いライフライン形成 
① リダンダンシー，安全性の観点からライフライン網の再構築が必要（5.1） 
② 耐震性の高い幹線共同溝，供給管共同溝の整備（5.1） 
③ 補完機能を持つ水供給システム作りをするべき（5.3） 
・井戸利用（散水用），海水利用（消防用）など 
表 3-3 土木学会の緊急提言 
【厚生省・復旧の考え方】 
① 大震災時にも最低限の給水が拠点においてできること 
② 情報システム，電気設備の機能確保 
③ 災害復旧への国庫補助は従来の原形復旧から耐震性向上を図る復旧も対象とする 
＜主要事項＞ 
① 水道施設の広域化 
② 基幹施設及び重要系統の耐震化・近代化 
③ 緊急時の給水の確保 
④ 耐震性の点検・診断 
⑤ 緊急時対応体制の充実 
表 3-4 厚生省の復旧の考え方 
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c) 日本水道協会：「水道事業者が当面とるべき地震対策に関する提言」（1995.6） 
 
 
3.4 復興計画の内容と特徴 
(1) 復興指針について 
復興指針は、正式には『神戸市水道耐震化指針』と名付けられ、並行して策定してい
た復興計画（『神戸市水道施設耐震化基本計画』）の方向づけをおこなう役目を担うこと
になった。このため、指針には被害状況、復旧に対する他都市からの応援、市民の声、
神戸らしさと水道施設、計画目標、耐震化方策、管理・運用システムの充実、が記述さ
れ、最後に委員会から神戸市水道局に対して、「市民が安心できる耐震水道」へ生まれ
変わることの期待が表明された。 
 
(2) 復興指針の内容と特徴 
a) 基本的な考え方 
復興の基本的考え方として、「災害に強い施設づくり」「早期復旧が可能な施設づく
り」を推進していくものとし、将来的に今回と同程度の地震が発生することを想定して、
阪神・淡路大震災を経験した市民が、今後、安心して水道を使えるよう「市民の視点」
に立ち、水道局に寄せられた「市民の声」を活かし、「神戸らしさ」を反映できるよう
な配慮をして策定する、としている。 
b) 被害の認識と外部応援 
神戸市の場合、被害は圧倒的に管路施設であった。水源や浄水場の施設は規模が小
さく、渇水で貯留量が少なかったことも幸いして被害は大きくなかった。ただ、水源の
大部分を琵琶湖・淀川水系に頼っているため、このルートを強化する必要がある。応急
給水や応急復旧における他都市からの応援は非常に大きな力となった。このことは他都
市からの人的・物的な応援なしには、大規模な都市災害に対応できないことを示すもの
である。 
c) 計画目標 
復興を進めるには目標の設定が不可欠である。指針においては次の 5つが計画目標に
取り上げられた。 
目標 1：応急復旧期間を４週間とする（市民の声から設定） 
【日本水道協会・当面の地震対策】 
① 当面の地震対策を，緊急度に応じてＡ（早急に実施），Ｂ（おおむね 5 年），C（計画的に整備）
の３種に分類する 
② 組織的な防災体制（平常時対応，危機管理，応急給水と応急復旧） 
表 3-5 日本水道協会の提言 
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目標 2：応急給水の目標水量を定める（生活水量の増加を考慮） 
目標 3：防災拠点における水の確保 
目標 4：公平な復旧 
目標 5：民生の安定への協力（消火用水、病院給水など） 
d) 耐震化方策 
施設整備は、それぞれ「短期的」（概ね 5 年以内）と「中長期的」（概ね 10 年以内）
に分けて推進していく。その対象は、下記の①～⑦に含まれる個別の事業とする。 
① 基幹施設 
② 緊急貯留システム 
③ 管路 
④ 水管橋 
⑤ 管路付属施設 
⑥ 給水装置 
⑦ 広域バックアップ施設 
e) 管理運用システムの充実 
災害対策本部は意思決定と情報発信を行うため、本部となる庁舎の耐震性強化が必要
である。一方、各事業所は応急給水や応急復旧に臨機に対応するため、独自の判断で活
動できるようにマニュアル等を整備しておく必要がある。他都市やボランティアの応援
を円滑に実施するために、国・県・日本水道協会等とあらかじめ調整しておく。また、
相互応援協定の充実を図る。 
テレメータシステムやマッピングシステムなどの情報システムは、災害対応に非常に
有効であることが明らかになったため、このような中枢施設が被災した場合、他の場所
で最小限の操作を行えるようにしておく必要がある。 
さらに市民への広報は、「きめ細かさ」が要求されるようになっており、CATV・パソ
コン通信なども含めて媒体の検討が必要。 
f) その他 
この指針は、災害にあっても市民がいち早く日常生活に戻れることに重点をおいてい
る。従来の枠組みを越える「広域バックアップ施設」も示しているが、次世代の広域化
の形態については、国・県その他の関係機関との協力を進めていく必要がある。一方で、
市民や事業者には水道局の施策についての理解を得る必要がある、として広報の重要性
にも触れている。 
 
(3) 反省・教訓と計画目標との関係 
 計画目標を実現するためには、従前の地震対策で有効に機能したものに加え、今回の
震災から得られた反省・教訓を加味して必要なプロジェクトを構成する必要がある。 
例えば市街地大容量送水管は、神戸市の水源が限られており、しっかりした幹線を確
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保する必要があるという認識のもとに、まず防災拠点での水の確保、そして公平な復旧
を進め、4週間以内での復旧実現を目指している。このように「震災の反省と教訓」と
「計画目標」を結びつける方法として「復興プロジェクト」が定められた。その他のプ
ロジェクトの位置づけについては、図 3-1を参照されたい。 
 
 
（震災の反省と教訓）       （復興プロジェクト）     （計画目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
緊急遮断弁システム 
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図 3-1 震災の反省・教訓と耐震化計画 
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破損のない幹線網 
当初 3 日間の飲料水 
病院などへの給水 
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(4) 必要水量の増加に対応できる応急給水の方法 
阪神・淡路大震災では復旧が長期化し、最初は生命維持に必要な水の供給だけだった
が、その後、生活用水の供給が重要になることがわかった。応急給水のしくみについて
も緊急事態が発生した当初の水確保から、時間経過に応じてより近い場所で、より多く
の量を供給できる体制にしていく必要がある。図 3-2 は期日とともに復旧率が上昇して
いくが、それに応じて応急給水の手段を変えていくことを示している。また最終的には
仮配管によっても十分な応急給水が可能となるようにすることとしている。図 3-3 には
最初の頃のタンク車給水から復旧された配水管を利用した応急給水に移行する写真を
示した。応急復旧による管路の機能回復は、いち早く応急給水に反映させる必要がある。 
 
 
図 3-3 タンク車から消火栓給水への早期移行 
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(5) 復興計画の策定 
復興計画の正式名称は『神戸市水道施設耐震化基本計画』である。これは前述の復
興指針をもとに神戸市水道局の具体的な施設にあてはめ、短期的に実施するか、中長期
で実施するかを区別して一覧表にしたものである。理念としては、「災害に強く、早期
復旧が可能な水道」を掲げ、市民の視点に立って時間経過に応じた水量確保のために施
設全般の耐震化を図りつつ、テレメータなど管理施設や維持管理の強化によって、事業
者からみても安定供給が可能なシステムにしていこうとするものである。 
施策体系として、下記の項目を立てている。 
① 基幹施設の耐震化 
② 緊急貯留システムの整備 
③ 配水管の耐震化 
④ 市街地大容量送水管の整備 
⑤ 建築物等の耐震化 
⑥ 電気・計装設備の耐震化と管路情報システムの整備 
⑦ 給水装置の耐震化 
計画の実施は、次期水道施設整備事業（第 7 回拡張工事事業認可）に盛り込んだう
えで進めることとし、具体的には「神戸市水道事業施設耐震化事業計画」を策定して進
めるとされた。（実際にはこの「事業計画」は策定されず、それぞれ個別に事業計画を
立てて予算化され、実施されている。） 
事業実施にあたっては、「神戸市復興計画」との調整を図るとともに、財政状態、経
済情勢等を勘案して進めていく。また、上位計画である「神戸市復興計画」との調整を
義務付け、神戸市全体の復興にも貢献することにしている。なお、表 3-6 には、「神戸
市水道耐震化指針」とこれを具体化した「神戸市水道施設耐震化基本計画」との対応関
係を整理した。指針に示された概念は、実際の基本計画においてすべて取り入れられて
いる。 
 
 
3.5 上位計画との関係 
(1)  総論 
神戸市では、水道の復興計画とは別に独立して市全体の復興計画をどうするか、とい
う議論が進められており、1995年 6月に「神戸市復興計画」（表 3-7）がまとめられた。
この経過については、太田4)が報告している。一方、兵庫県でも同様の復興計画策定に
着手し、7月に「兵庫県阪神・淡路震災復興計画」（表 3-9）がまとめられた。 
 
(2) 「神戸市復興計画」（1995.6）5)との関係 
震災後、神戸市当局は「速やかに神戸の都市基盤の復興を図り、市民生活と都市整備 
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表 3-6 指針と基本計画の対応関係（比較） 
神戸市水道耐震化指針 神戸市水道施設耐震化基本計画 
１．神戸市水道耐震化指針の策定にあたって 
２．地震による被害状況 
（1） 水道施設の被害の特徴 
（2） 基幹施設の被害 
（3） 管路の被害 
（4） 給水装置等の被害 
（5） その他 
３．震災復旧に対する他都市からの応援 
４．震災復旧に対する市民の声 
５．神戸らしさと水道施設 
 
６．計画目標 
 
７．神戸市水道の耐震化方策 
（1） 基幹施設 
（2） 緊急貯留システム 
（3） 管路 
（4） 水管橋 
（5） 管路付属設備 
（6） 給水装置 
（7） 広域バックアップ施設 
 
 
８．管理・運用システムの充実 
（1） 組織・体制 
（2） 情報システムの整備 
（3） 管網システムの管理 
（4） 広報 
 
９．“市民が安心できる耐震水道”へ 
１．神戸市水道施設耐震化基本計画の策定
にあたって 
２．基本事項 
（1） 想定地震 
（2） 計画目標 
（3） 基本計画の内容と構成 
３．基幹施設の耐震化計画 
（1） 基本的な考え方 
（2） 短期的整備項目 
（3） 中長期的整備項目 
４．緊急貯留システムの整備計画 
（1） 基本的な考え方 
（2） 運搬給水基地の整備 
５．配水管の耐震化計画 
（1） 基本的な考え方 
（2） 短期的整備項目 
（3） 中長期的整備項目 
６．市街地大容量送水管の整備計画 
（1） 基本的な考え方 
（2） 計画諸元 
（3） 拠点施設 
７．建築物の耐震化 
（1） 建築物 
（2） テレメータ用鉄塔 
８．電気・計装設備の耐震化と管路情報管
理システムの整備 
（1） 受配電設備 
（2） テレメータ・テレコントロール
システム 
（3） 管路情報管理システム 
９．給水装置の耐震化 
（1） 基本的な考え方 
（2） 材質・構造および配管方法 
（3） 改善の促進策 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
１０．事業の実施にあたって 
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を回復させる」ため、総合的措置として「復興計画」の策定を行う「震災復興本部」と
その事務局となる「総括局」を設置した。総括局が策定した「神戸市復興計画」では、
関係部局との調整をもとにさまざまな施策が盛り込まれている。 
水道関係では、「３．防災都市基盤」「４．災害に強いライフラインネットワークの
整備」および「シンボルプロジェクト」に記述が見られる。（表 3-7） 
 水道局の耐震化基本計画においては、前述のとおり、「事業実施にあたっては、『神
戸市復興計画』との調整を図るとともに財政状態、経済情勢等を勘案して進めていく。」
と記述されており、上位計画である「神戸市復興計画」をあげて調整を義務付けている。 
 
(3) 神戸市消防基本計画（平成 7年 7月）との関係 
神戸市の各局は「神戸市復興計画」の下に個別の復興計画を策定しているが、水道局
との関係が記述されているのは、消防局の「消防基本計画」である。しかし、消防基本
計画に明示された施策（消防水利の整備）について水道局と策定段階での相互調整はさ
れていない。水道側としては、これを具体化するものとして、管路の耐震化、緊急栓（幹
線消火栓）の設置により、消防水利の整備を行うことで消防基本計画の実現ができるも
のと考えた。また、水道の計画目標でも「民生の安定」のため、消防水利の確保に努め
ることとしている。（表 3-8） 
 
 
 
 
 
 
(4) 「兵庫県阪神・淡路震災復興計画」（1995.8）との関係 
兵庫県では、神戸市と淡路島・阪神間の被災都市も包含する復興計画を策定すること
【神戸市復興計画】（1995 年 6 月） 
 
３．防災都市基盤‐安全な都市の基本骨格の確保 
４．災害に強いライフラインネットワークの整備 
 （2）水道の強化 
（主な施策）①運搬給水基地の確保，②管路の耐震化，③大容量送水管の設置，④工業用水道の耐震化 
「シンボルプロジェクト⑮」災害に強いライフラインの整備（この中で「大容量送水管の整備」が取り
上げられている．） 
表 3-7 神戸市復興計画における水道の記述 
【消防基本計画】平成 7 年（1995 年）7 月 
・消防水利の整備・・・消火栓以外の水利確保，消火栓の耐震化 
表 3-8 神戸市消防基本計画における水道の記述 
36 
 
になり、神戸市復興本部総括局を通じて水道局との調整が行われた。その結果、県の復
興計画担当部局から水道に問い合わせがあり、必要な施策として「大容量送水管」や「広
域バックアップシステムの整備」という施策が盛り込まれた。 
 
 
3.6 対外的な影響 
(1) 総論 
神戸市水道局の「神戸市水道耐震化指針」および「神戸市水道施設耐震化基本計画」
は、関係の深い阪神水道企業団などの水道事業者だけでなく、関西水道事業研究会（後
述）を通じ間接的に大阪市などや国の施策にも影響を与えた。また、阪神・淡路大震災
に応援隊を派遣した事業体においては、神戸市の復興計画策定の推移を見守りつつ当該
事業体の耐震化計画の見直しをおこなうものもあった。 
 
(2) 阪神・淡路大震災で被災した水道事業体やその他の事業体への影響 
a) 阪神水道企業団（1996年 3月）6) 
神戸市の「４週間で復旧」を受け、阪神水道は「１週間で復旧」を果たすように耐震
化を計画している。 
b) 西宮市水道局（1996年 6月）7) 
神戸市と同様に「検討委員会」による指針を得ており、市域の広さから「復旧は 3週
間」としている。 
C) 芦屋市水道部（1996年 3月）8) 
「芦屋市水道耐震化指針」において、計画目標、耐震化方策が掲げられ、応急復旧は
３週間以内に終えることが書かれている。ただ委員会は内部の職員だけで構成されてお
【兵庫県 阪神・淡路震災復興計画】（1995 年 8 月） 
災害に強い水道施設の整備（「多核ネットワーク型都市圏の創造」「復興事業計画」の「復興都市基盤」） 
 
「震災で大きな被害を受けた水道施設を早期に本格復旧するとともに，基幹施設や管路の耐震化を積極
的に進めることにより災害で被害を受けず，被災しても水道全体の機能が麻痺しないよう施設の複数化
や大容量の代替幹線ルートの確保など緊急時のバックアップシステムの強化を図る． 
・被災した水道施設の本格復旧  
・上水道及び簡易水道施設の耐震化など施設強化の推進  
・大容量送水管の整備  
・広域的バックアップシステムの整備」 
表 3-9 兵庫県 阪神・淡路震災復興計画における水道の記述 
37 
 
り、「復興計画」を兼ねたものになっている。 
d) 大阪市水道局 
大阪市では、阪神・淡路大震災を受けて耐震対策を見直し、水道システム全体にわた
る施策を体系化した「耐震対策プラン 21」（1995年）9)を策定した。ここには管路の強
化、長居配水池の築造、柴島浄水場の整備などが含まれている。 
e) 東京都水道局 
阪神・淡路大震災の教訓をもとに、震災対応の見直しが行われ、「地震に強い水道施
設整備、震災後の早期復旧・飲料水の確保」への期待が大きくなっている、として初動
時の応急復旧と応急給水に重点をおいたマニュアル「震災応急対策計画（1996 年３月
改訂）」10)がまとめられた。さらに、1997 年 5月には「東京水道新世紀構想STEP21」11)が
策定され、「東京水道のめざす方向」にも耐震化施策が盛り込まれている。 
 
(3) 関西水道事業研究会の活動 
関西水道事業研究会（以下、「関水研」）は大阪市・神戸市・京都市・阪神水道・大阪
府・京都府・兵庫県・奈良県の 8 水道事業体で構成する研究会で、平成 3 年度（1992
年）に京都大学の住友恒教授を座長として活動を開始した。 
平成 6年度は渇水対策、高度処理について共同研究を進めていたが、平成 7年 1月の
阪神・淡路大震災の発生を受けて、平成 7年 7月以降、地震対策をテーマにして進める
ことになった。平成 8年 1月には、「管路の耐震化」をテーマとして『21世紀の関西に
信頼ある水道を伝えるために（管路耐震化の推進に向けて）』12)を、平成 8 年 3 月には
『市民の視点に立った水道地震被害予測及び震災時用連絡管整備に関する一考察』13)、
平成 9年 8月には『消火用水確保の観点から見た都市の安全性と水道のあり方に関する
一考察』14)についての報告書を出した。このうち『21 世紀の関西に・・・』は、神戸
市の 500m・200mのメッシュ状に耐震化を進める、という管路耐震化計画を関西全域に
広げるとどのような効果があるかという点について考察したものである。また、『市民
の視点に立った・・・ 」については、水道技術センターの研究事業に組み入れられ、
成果物は厚生省（当時）の『耐震化計画策定指針（案）』としてまとめられ、全国的に
参照されることになった。 
阪神・淡路大震災に関連する関水研の活動は、①管路耐震化、②被害予測、③消火用
水の３部で一応の活動を終え、その後は大規模な施設更新と経年化対策などのテーマに
移っていった。 
 
(4) 設計指針への影響 
日本水道協会（以下、「日水協」）では、阪神・淡路を受けて「水道施設耐震工法指
針」の見直しを行うことになり、全国の事業体から技術者を集め、学識経験者の協力を
得て 1997年に改訂版15)を出した。以後、2010年に改訂されるまで、水道施設設計にお
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ける耐震性の考え方に影響を与えている。神戸市水道の復興耐震を直接引用している部
分はないが、基本的に個別の施設が持つ耐震性に加え、システムとしてループ化やバッ
クアップにより、機能が維持されればよい、として施設とシステムの構造に柔軟性を持
たすことができるようになった。 
 
(5) 広域計画への影響 
水道法 5 条の 2 にいう「広域的水道整備計画」は、市町村の要請を受けて県が策定
することとされている。兵庫県については、淡路地域と兵庫県南部地域について策定済
であった。しかし、阪神淡路大震災の発生を受け、淡路を含めた兵庫県南部地域として
地震に強い広域水道にするべく概念整理を行い、必要な事項を盛り込んだ『兵庫県南部
地域広域的水道整備計画』（2000（Ｈ12）年 3 月）16)が策定された。基本的には、県営
水道を中心に広域と隣接の連絡管システムを構築し、水融通の機能を持たせることを主
眼に策定された。この中で、神戸市の大容量送水管や送水トンネルは水融通機能を発揮
して、被災地応援ができるように位置付けられている。 
 
(6) 相互応援協定への影響 
a) 日水協における相互応援のフレーム 
日水協では、阪神・淡路大震災において被災都市が多数の外部応援を受け混乱した
ことから、「地震等緊急時対応に関する特別調査委員会」を設置して、相互応援のルー
ル策定について検討した。その結果、被害程度に応じて、「県支部－地方支部－本部」
で対処することとした。県支部だけで対応できない場合は地方支部に応援要請し、さら
に広域になると他の地方支部に応援要請することになった。 
b) 兵庫県における相互応援協定(H10.3) 
兵庫県においては、県支部内を阪神・神戸・東播・西播・但馬・丹波・淡路の 7 ブ
ロックに分割し、小規模災害の場合はブロック内での応援とし、大規模になると県企業
庁水道課を窓口として他ブロックに応援要請するものとした。 
c) 大都市間の相互応援協定（政令指定都市） 
政令指定都市が被災した場合、被害は大規模になることが予想され、日水協のスキ
ームだけでは不十分である。そこで、平成 8年に以前からある相互応援協定（「12 大都
市水道局災害相互援助に関する覚書」）を見直し、被災都市に代わって応援を指揮する
幹事都市（2市）を指定することとした。 
 
 
3.7 その後発生した災害への対応 
(1) 応援スキーム整備の効果 
阪神・淡路後に構築された相互応援のスキームのうち、兵庫県内での応援協定は極め
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て順調に機能している。篠山、氷上、洲本・豊岡、佐用などはこのスキームから応援要
請がおこなわれ、県企業庁水道課を中心に応援が進められた。中越や中越沖、東日本大
震災は広域災害であり、日水協が支援要請をするが、各事業者の応援に対する意欲は高
く、発災当日または翌日には応援隊が出発している。ただ、地方支部間の総合調整や指
揮命令系統など、特に広域災害の場合には対応方法が定められておらず、これから発生
する大規模災害に対応するため、多少の見直しが必要と思われる。 
 
(2) これまでの災害応援（神戸市） 
阪神・淡路以降、神戸市から応援（調査を含む）に出かけた災害は表 3-10 に示す通
りであり、ほぼ自動的に相互応援が実施される状況になっている。 
 
(3) 災害対応で得た教訓と今後の課題 
災害応援の副次的効果として、地震による被害状況や対応方法について多くの教訓が
得られ、かつ職員自身が被災地の要求に対応する経験を得ていることがあげられる。被
災地から帰朝後は、時間を置かず取りまとめをおこない、派遣元の復興計画や耐震化計
画の見直しにつなげていくことが求められる。 
兵庫県においては応援の中心となる兵庫県企業庁や神戸市が、地域の水道局どうしを
結びつけるとともに、応援する事業者間の意思疎通を十分に図ることができる訓練を普
段から心がける必要がある。 
 
 
3.8 結語 
本研究においては、著者が過去に携わった水道の復興（耐震化）計画の立案とその
表 3-10 神戸市からの対外応援の実績 
応援先 期 間 原因と状況 
篠山市 2003.6.12～14 化学工場でフェノール流出．水源が汚染されての給水応援 
氷上町(丹波市) 2003.10.27～29 深井戸の土壁崩壊による濁度上昇で応急給水 
洲本市 
豊岡市 
2005.10.21～23、 
22～24 
平成 16 年台風 23 号による水害や堤防決壊に対する応急給水 
宝塚市 2005.12.27～28 ジアルジア検出（水質事故）応急給水と水質試験で協力 
中越地震 2005.10.25～11.4 新潟県中越地震で被災した小千谷市で給水，長岡市で復旧支援 
中越沖地震 2008.7 新潟県中越沖地震（柏崎市）調査団派遣 
佐用町水害 2010.8.13～17 台風 9 号の豪雨による洪水で、応急給水と水道施設の復旧支援 
東日本大震災 2011.3.12～6.28 千葉県、岩手県での応急給水、宮城県における工業用水道の通
水復旧の支援．大鎚・陸前高田での復旧・災害査定支援． 
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社会的背景、その後に与えた影響について現時点から振り返って記述した。耐震化は施
設整備だけでなく、事業者や市民の心構えにも大きく影響される。いつやって来るかも
しれない災害に対して、絶えず、気を緩めず警戒を怠らないことが肝要である。また、
秩序だった応援も大切であり、災害規模によって県支部レベル、地方支部レベル、全国
レベルと動員数を増やしていくことで一気に復旧していくことが望ましい。 
復興計画の策定では、震災の反省と教訓から計画目標を定め、目標を実現していく
ためのプロジェクトを考案した。これにより市民の視点から必要とされる水の確保が時
間とともに、また復旧とともに、より近くでより多い、十分な応急給水方法になってい
くように考案した。さらに復旧をめぐる混乱から相互応援のルール化が図られたが、兵
庫県レベル、全国レベルで秩序だった応援に向かって体制が整備された。 
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第４章 耐震化計画の評価と検証 
 
 
4.1 はじめに 
神戸市の水道復興計画は 1995 年 7 月に策定され、1996 年 3 月に事業の変更認可を受
けて 4月から「基幹施設整備事業」「高規格配水管整備事業」として実施に移された。 
その後、2013年の現在まで耐震化の予算が確保され、施設的には着実に耐震化が進め
られてきた。一方で、水道局間の相互応援協定の締結や訓練の実施、神戸市役所内での
連携として消防局の研修に加わり、地元住民組織である防災福祉コミュニティーの訓練
もおこない、リスクコミュニケーションを中心にソフト的な体制強化も図ってきた。 
本章では、事業量でみるハード的な施設耐震化の状況、管路被害予測式を用いた被害
件数の減少状況、その他定性的な評価と検証を行うこととする。 
 
 
4.2 事業量でみる 18年間の耐震化状況 
(1) 計画から事業実施へ 
耐震化基本計画は 1995年 7月に策定され、実施に移された。しかし、平成 7年度（1995
年）は、災害復旧事業だけに追われ、また北神地区を神戸市（市街地）水道に吸収合併
する第７回拡張工事認可に変更する作業にも追われたため、実質的には平成 8 年度
（1996 年）からのスタートとなった。 
新しい第 7回拡張工事では，実質的な区域拡張はなかったため、施設整備を「拡張工
事」でなく、「基幹施設整備事業」としたが、配水管整備はこれまでの「高規格配水管
整備事業」で実施することとした。ただ、大容量送水管は新たな事業であるため、「大
容量送水管整備事業」としてスタートさせることになった。 
各事業で実施する主な整備項目は以下のとおりである。 
・基幹施設整備事業･･･緊急貯留システム（図 4-1参照） 
・高規格配水管整備事業･･･配水管の耐震化 
・大容量送水管整備事業･･･大容量送水管 
・その他、基幹施設の耐震化 
（ダム、配水池など） 
 
これら事業の進捗を事業概要1)に基づき
見ていくこととする。 
 
 
図 4-1 緊急貯留システムの概念図 
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(2) 全体的な進捗状況 
a) 緊急貯留システム 
このシステムは、緊急遮断弁と連動して地震発生時に配水池や耐震貯水槽に新鮮な水
道水を確保するもので、最終 47か所を目標としており、2014年 3月までに完成予定で
ある。図 4-1にシステムの概要を、図 4-2に 1995 年から 2013 年の増加状況を示す。な
お、表 4-1にはこの間の設置数と貯留量の増加状況を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 配水管の耐震化 
震災後、配水管の布設替はすべ
て耐震管で行っており、耐震化率
は着実に上昇している。表 4-2に
は、1995 年以降の耐震管延長およ
び耐震化率を示した。また図 4-3
には、1970 年からの管路材質の構成比率の変化を示し、耐震管に置き換わっていく状
況を示した。さらに図 4-4には赤線で耐震化路線を示したが、1995年から 2009年まで
表 4-1 緊急貯留システムの増加状況 
年（3 月末） 1990 1995 2000 2005 2013  
設置箇所数 12 21 28 34 44 
計画箇所数  31 47 47 47 
貯留量     
(万ｍ３) 
2.4 4.1 5.0 5.3 5.9 
表 4-2 耐震管延長の増加状況 
年（3月末） 1995 2000 2005 2013 
耐震管延長 358.8 805.6 1281.3 1610.3 
全配水管延長 4002.0 4312.6 4599.8 4781.1 
耐震化率（％） 9.0 18.7 27.9 33.7 
図 4-2 緊急貯留システムの整備状況 
1995 年（21 か所）→→2013 年（44 か所） 
（2013 年 3 月現在：44／47 か所） 
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の間で臨界部の耐震化が進んだことを地図上で理解できる。これらの図表から、管路に
ついては更新しながら耐震化が進んでいる状況、しかしながら都市整備に対応して管路
延長は増加を続けていることがわかる。臨海部の耐震化延長の増加は優先順位が高い取
替路線であり、これによって表面的な耐震化率以上に液状化地帯における耐震化率の向
上と捉えることができる。 
 
 
表 4-3 大容量送水管事業の経過 
年月 記事 供用延長 給水拠点数 
（貯留量） 
1996 基本計画策定  －  
1997 実施設計  －     
1999 工事着手 
（市境～住吉川） 
－  
2003 7月 供用開始 
(市境～住吉川) 
3.8km ３箇所 
（17,000 m3） 
2011  4月   〃  
(住吉川～布引) 
10.4km ６箇所 
(47,000 m3) 
2017 (予定)   〃  
(布引～奥平野) 
12.8km ７箇所 
(57,900 m3) 
270.8
395
445
684.8
1276
2900
3112
3198.2
1618.6
296
1610.3
805.6
358.8
65.7
0
0 1000 2000 3000 4000 5000 6000
2013
2000
1995
1980
1970
配水管延長
Ｃランク (CIP,ACP,VP等）
Ｂランク (DIP)
Ａランク (S-DIP,SP）
図 4-3管路延長（㎞）の増加と材質の変遷 
ｋｍ 
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図 4-4 耐震管の布設状況 
1995 ⇒2006 ⇒2009 の変化 
1995 
2006 
2009 
 ―――――：耐震化路線 
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c) 大容量送水管 
この事業は、水源に乏しい神戸市が，震災時にも十分な水量を確保できるよう既存の
２本の山岳トンネルに加え、市街地に給水しながら縦断する大幹線を整備するもので、
当面、奥平野浄水場までの約 13 ㎞が対象区間である。耐震化指針および計画に掲げら
れた新規事業であり、表 4-3 に 1996 年の基本計画策定からの事業経過を示した。2014
年 1月時点では布引まで試験供用されている。図 4-5 に 2本の既設トンネル（黄色点線）
と大容量送水管（赤白）との位置関係を図示したが、はしご状に構成された連絡管によ
って連結され、Redundancy を具現化している状況が理解できる。 
 
(3) 施設整備から見た進捗評価 
このように耐震化計画に掲げられた事業は、それぞれ進捗し、耐震化という機能を発
揮できる状態になっている。これまでのところ、施設整備結果をフルに活用する地震（災
害）は発生していないが、対策を講じるためのオプションが増加すると心理的な安心感
が増してくる。また、現実に管路については断水事故の減少という面で効果が発現して
おり、その他施設・設備を活用した防災訓練も回数を重ねて住民とのリスクコミュニケ
ーションが進んでいることはひとつの成果である。 
ただ、具体的にどの程度、安心が増したか？ という点については明らかではない。
今後、心理的な要素も含めたアンケートなどで「市民から見た安心感の増加」を定量化
していくことが期待される。 
図 4-5 大容量送水管のルート 
（2013 年現在：市境～布引まで完成） 
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4.3 耐震化計画の評価と検証 
(1) 評価の方法 
前項で見てきたように、1995年の耐震化計画策定以来、2011 年まで耐震化に関する
さまざまな施策を進めてきた。事業進捗により耐震性は向上しているが、単一の指標で
その評価をおこなうことは難しい。ここでは、いくつかの方法で「耐震化計画の一側面」
からみた耐震性向上の評価を試みた。 
それらは、 
・管路耐震化と大容量送水管による復旧期間短縮 
・管路耐震化からみた断水リスクの減少 
であり、以下に検証方法と結果を示す。 
 
(2) 管路耐震化による断水リスクの減少2) 
阪神・淡路大震災後、日本水道協会では管路の被害情報を収集し、地震動や地盤、管
種、口径などから被害を推定する式を作成した。同様の研究は(財)水道技術研究センタ
ーでもおこなわれ、以下のような予測式が提案されている。 
 
【日本水道協会による被害予測式】 
 
Ｒｍ（ｖ） ＝Ｃｐ×Ｃｄ×Ｃｇ×Ｃｌ×Ｒ（ｖ）                               [1] 
 
ここに、Ｒｍ（ｖ）：最大速度ｖに対する被害率 
Ｒ（ｖ）：標準被害率（＝3.11×10‐3(v－15)1.30  [件/km]) 
なお、Ｃｐ（管種）、Ｃｄ（管径）、Ｃｇ（地形、地盤）、Ｃｌ（液状化）はそれぞれ
補正係数を表す。 
 
【水道技術研究センターによる被害予測式】 
 
Sｍ（ｖ） ＝Ｃｐ×Ｃｄ×Ｃｌ×S（ｖ）                              [2] 
 
ここに、Sｍ（ｖ）：最大速度ｖに対する被害率 
S（ｖ）：標準被害率（＝６.３３×10‐5v2.10  [件/km]) 
  なお、Ｃｐ（管種）、Ｃｄ（管径）、Ｃｌ（液状化）はそれぞれの補正係数を表す。 
 
ここでは、地盤条件も考慮できる日本水道協会の予測式をもとに管路の耐震化が進ん
でいる神戸市市街地における事故件数（断水リスク）の減少を被害件数で表現した。こ
の計算において、管路被害は芦屋・西宮のデータが使われていたため、神戸の実績デー
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タ（管種、地盤）により 500m メッシュごとに代表的な地盤条件をあてはめて各係数値
を修正し、管路が更新されるごとに管種条件を変更していった。まず 1995 年当時の被
害状態を再現できるように修正し、そのうえで管路更新による耐震化の進展による管路
被害件数の予測値の変化を計算した。 
計算による被害件数は、配水区域ごとに集約したが、大きく高層・中層・低層の区域
ごとにまとめた結果を表 4-4および図 4-6 に示す。耐震化の進展により、被害件数が低
減していく状況が見て取れる。ここから、2009 年の耐震化状態は 1995 年当時と比較し
て、被害件数は約半分に低減していることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 耐震化による復旧日数の短縮効果3) 
耐震化による復旧日数の短縮効果は、第５章において詳述している。ここから結論だ
け引用すると、大容量送水管によって既存配水管に接続することで多点注入を実現し、
ブロック化することで復旧が促進される。また、管路を耐震化することで事故が減少し、
幹線から復旧していくことを考慮すると、特に幹線の耐震化は効果が高い。 
表 4-4 管路耐震化による被害件数の減少 
区域 低層 中層 高層 合計 （低減率） 
1995 950 139 43 1132 (100%) 
1999 744 129 39 912（80.6%） 
2005 563 105 41 709（62.6%） 
2007 562 98 37 662（58.5%） 
2009 456 88 38 583（51.5%） 
図 4-6 耐震化による配水管事故の減少 
49 
 
阪神・淡路大震災の東灘第２低層配水池区域内での管路復旧状況を見ると、当時の実
績では 2月 13日段階（震災から 28日後）で、幹線がループ状に復旧しているに過ぎな
いが、耐震化施策が進展すると、28 日後には復旧が完了していることがシミュレーシ
ョンで示された。（図 4-7、4-8） 
この東灘第２低層の配水区域は、
最後まで断水区域が残されており、
この地区を早く収束させることは、
神戸市全体の復旧期間が短縮でき
ることを意味する。また、耐震化
施策が進まない状態では、復旧作
業にかかれる箇所数が少ないが、
大容量送水管により複数個所で復旧
作業を同時着工できれば、最初から
多数の修繕班（応援）を投入できる。
このことは復旧期間が一層短縮され
ることを意味する。 
 
(4) 検証結果についての結論 
(2)および(3)の検証から、神戸
市が 18年間進めてきた耐震化施策
について、管路の更新による耐震
化と大容量送水管からの配水池下
流地区での通水など総合的な効果
が復旧日数を短縮することが明ら
かとなった。今後、このような個
別の検証を積み上げ、耐震化を数
値的に総合評価する方法を模索す
る必要がある。 
 
 
4.4 復興計画の全体的評価 
ここでは、18 年という「時のアセス」を経た現時点から、「評価の視点」を用いて
の各事項の評価・検証4)、教訓を踏まえた地震対策マニュアルの策定、当初は計画され
たが実現しなかった施策の抽出、５W１Hによる自問自答による評価を試みることとす
る。 
 
図 4-8 大容量送水管・ブロック化・管路耐震化
をおこなった場合の復旧状態（２月 13日） 
図 4-7阪神淡路大震災当時の復旧状態（2月 13日） 
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(1) 「評価の視点」から見た検証 
① 復興事業を進めるうえでの策定意義はあったか？ 
目標が明確化し、毎年の予算確保ができた結果、18 年間にわたり一定の耐震化投資
が行われ、策定意義は十分あった。 
② 18年の間に水道の耐震化事業により、神戸水道の耐震性は向上したか？ 
施設面では間違いなく耐震性が向上し、これを利用した防災訓練も頻繁に実施され
るようになった。しかしながら、それらに対する適切な評価方法が定まっていない。
今後、この評価手法の考案が必要である。 
③ 神戸の復興計画において普遍性がある部分は何か？ 
計画目標の設定、耐震化施策の体系、「その土地らしさ」の検証、優先して実施す
る事業の明記などはどの復興計画に対しても普遍性がある。 
④ 策定時を振り返って盛り込むべきであった事項 
耐震化の推進について、ソフト施策を盛り込むべきであったが、その後、水道ビジ
ョンなどで取り込まれることになった。 
⑤ 他都市への波及は？（コンセプトなど） 
3.6(2)などで見てきたように近隣市に影響を与え、多くの水道事業において、耐震
化計画が策定された。国の施策として耐震化が進められるようになった。 
⑥ その後のわが国の耐震化への影響 
耐震化計画策定指針（案）を通じて、生活用水量に応じた応急給水量の増加や復旧
状況に合わせた仮設給水栓による給水などのコンセプトが普及した。 
⑦ 「復興計画」には必要な事項とは？ 
５つの計画目標、短期と中長期の事業仕分け、復旧方法とリンクした応急給水方策、
広域的な連携など、考慮した事項は必要な事項であった、といえる。 
 
(2) 地震対策マニュアルの策定 
地震発災直後の行動は、1997 年に策定された神戸市の「地震対策マニュアル」にお
いて、記述されている。この中で応援の受け入れは所与の事項とされ，調整担当が定め
られた。以降、神戸市応援の幹事市である大阪市・広島市とは応援訓練を実施し、連絡
調整をおこなっている。 
 
(3) 実現しなかった施策 
耐震化計画で提示しながら実現しなかった施策として、①第２テレメータ親局の建設、
②市街地・西神連絡施設がある。①は水道システムの監視・制御をおこなっている奥平
野浄水管理事務所が被災した場合、市内全域の状況がわからなくなるため、西神ニュー
タウンに最小限の監視・制御ができる施設を用意しておこうとするものである。また、
②は、千苅ダムの水を西神地区に送るとともに市街地系統から別ルートで西神地区に送
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るものでもあった。緊急性に欠けたため現在に至るまで事業化は見送られている。先延
ばし、または見送りになっている施策については、直ちに影響が出るものではないが、
奥平野の送水コントロール機能が失われた場合など影響は大きいため、それに代わる制
御手段と対策は検討しておく必要がある。その他の施策は財政状況と勘案しながら、そ
のつど実施を検討する必要がある。 
 
(4) ５W１Hによる評価 
できるだけ客観的な視点から見るために、1995 年当時の復興計画策定を５W1H に対
する回答により評価した。 
【５W１H による評価】 
・ When：神戸市では 9 日後の 1 月 26 日に復興本部総括局を設置し、復興計画策
定に向けて動きだした。そして第 1 回委員会を 2 月 7 日に開催した。水道局で
は、2 月中旬から内部で検討を始め、3 月 7 日に第 1 回委員会を開催した。この
ように１ヶ月遅れているが、6 月 14 日に指針、翌 7 月に基本計画を出した。 
・ What：甚大な被害を受けた神戸水道の耐震化。「市民の視点」に立ち、「神戸ら
しさ」を考慮した計画目標を設定し、実現のための施策を列挙した。 
・ Why：目的は。「災害に強く、早期復旧が可能な水道」にするため。ただし、こ
の計画は施設整備に焦点を絞った。（耐震化方策） 
・ Who：指針を策定した復興計画検討委員会は、学識者・有識者、行政機関、関
連団体から構成される。事務局は神戸市水道局がおこなった。基本計画はその
まま事務局が案を策定した。 
・ Where：対象区域は神戸市域内であるが、周辺を含めた広域にも配慮している。 
・ How：基本計画に至るまで、二段階決定方式をとった。①復興計画検討委員会
による指針策定、②事業者自身による基本計画策定。 
神戸市水道の復興計画は「耐震化」を進めるための目標と事業項目を示し、策定以後、
18 年間の水道事業経営の柱として存在してきた。その限りにおいては有効に機能して
いる。ただ、18 年という年月は社会の価値観を変えるパワーを持ち，別の概念導入も
されてきている。次項では 1年間の「時のアセス」を経た復興（耐震化）計画の変質に
ついて取り上げることとする。 
 
 
4.5 18年間の変更要素 
(1) 18年間の社会条件・環境条件の変化 
1995 年 7 月の復興計画策定から、1996 年 3 月の変更認可取得、基幹施設整備事業の
スタートで耐震化事業が進められていった。1997 年には約 20％の料金値上げも実施さ
れた。しかし、2000 年以降、水需要は落ち込んで料金収入は減少の一途をたどり、投
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資計画の見直しを余儀なくされた。一方、環境問題においてはCO２削減が叫ばれ、情報
化も一段と進んできた。このような社会条件・環境条件の変化は、新たな概念や手法の
導入につながっていった。  
 
(2) 新しい概念の追加 
復興計画において不足していた事項、社会条件の変化で導入を求められる「新しい概
念」は、さまざまな形で復興計画に追加された。しかし、復興計画のフレームとは別立
てであり、復興計画を見直すようなことには至っていない。以下、「新しい概念」との
関係について検討する。 
a) システムの再構築 
耐震化は、経年化施設を更新する段階で進められていく。都市の変化や人口減少など
で必要となる「水道システムの再構築」は施設更新時に検討されるべきである。合理化
やダウンサイジングも同時に検討されるべき概念である。 
b) 環境への取り組み 
21 世紀に入り、地球温暖化防止の観点から環境への取り組みが重視されるようにな
ってきた。神戸市でも太陽光・風力・小水力の導入について検討を進め、NEDO の補助
金を得て、2 ヶ所の浄水場、2 ヶ所の配水池に太陽光発電のパネルを、千苅浄水場に小
水力発電を導入した。 
c) 行政経営（「経営目標」から「水道ビジョン」へ） 
2002 年以降、行政の分野に経営感覚を持ち込む「行政経営」という手法が提唱され、
いくつかの数値目標を「経営目標」として公表し、その数値の動向を追跡していくこと
がおこなわれた。さらに厚生労働省では、国の目標として「水道ビジョン」を定め、各
事業体にもそれぞれに地域水道ビジョンの策定を求めた。同時に 137の経営指標を「水
道事業経営指標（PI）」として全国統一基準で経営指標を数値化して公表することを求
めている。神戸市では 2008 年に「神戸水道ビジョン 2017」5)を定め経営指標の公表も
行い、多くの事業体でも同様の動きをしている。 
国の水道ビジョンでは、5つの柱（安全，安定，持続，環境，国際）を掲げているが、
神戸市では国際の代わりに「新たな展開」とし、市民との連携、国際を含めた柱とし、
さらに「満足度」を加えて 6 つの柱としている。また、「事業継続」については災害時
だけでなく永続的に経営を続ける観点から普段の経営を見直すことが求められている。
ただ、水道ビジョンは総合的な経営計画であって、「復興計画」という位置づけとは異
なるものである。 
d) 広域化と連絡管設置について 
広域計画を策定して水道事業者間の災害時の応援や通常時の水融通を効率化する必
要がある。神戸市は隣接事業体との間に連絡管設置を進め、2012 年 3 月現在で周辺 5
市と 8本の連絡管を持っている。また、大容量送水管や県水施設を利用した広域水融通
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に協力できるようにしている。ただ、利用方法については、さらなる研究が必要であり、
利用に際しての協定なども必要に応じて見直していく必要がある。 
 
 
4.6 結語 
復興の成否は、復興計画の立案内容にかかっている。神戸市においては、水道耐震
化の計画目標を定め、18 年にわたる施設整備が進められてきた。この間、情勢の変化
はあったが、基本線はぶれることなく、新たな概念も取り込んできた。さらにソフト面
でも神戸水道ビジョンに掲げた「満足度」や「市民との連携」というキーワードのもと
リスクコミュニケーションの強化が進んでいる。 
耐震化は施設整備だけでなく、事業者や市民の心構えにも大きく影響される。いつ
やって来るかもしれない災害に対して、絶えず、気を緩めず警戒を怠らないことが肝要
である。また、秩序だった応援も大切であり、災害規模によって県支部レベル、地方支
部レベル、全国レベルと動員数を増やしていくことで一気に復旧していく。 
阪神・淡路以降の「水道の耐震化」を復興ととらえ、復興計画における普遍的事項
については、国内外のさまざまな災害対応を踏まえ、第９章において議論する。 
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第５章 耐震化施策による復旧期間の短縮効果に関する研究 
 
 
5.1 復旧過程再現の目的 
復興計画で掲げた「災害に強く、早期復旧が可能な水道」を実現するためには、耐震
化施策がどのような成果をもたらすか、評価しつつ進める必要がある。特に、復旧目標
である 4週間以内の完了は、実現可能であろうか。これをシミュレーションで確認して
おくことは大いに意味があることである。 
阪神・淡路大震災後、配水管の更新はすべて耐震管で行うことが決定され、耐震管が
増加していくことで事故発生の確率は下がることになった。また、大容量送水管の建設
は配水池と離れた場所において、幹線管路への注水が可能となり、配水池出発の復旧以
外に、同時進行で複数箇所から復旧をスタートさせることで、結果的に復旧日数を短縮
できることが期待される。 
本章では、まず復旧が最も長期化した東灘第２低層配水区域における実際の復旧状況
を再現し、耐震化が進んだ状態を想定して復旧作業をシミュレーションしてみることに
する。 
 
 
5.2 東灘低層区域における実際の復旧経過 
対象とする東灘第２低層配水池は、容量 13,700㎥の PC構造（有効水深 17.1m）で東
灘区東部の芦屋市に隣接する区域に配水する施設である。この配水区域には住宅地のな
かで最も復旧の遅れた森南地区も含まれている。 
この配水区域について、まず阪神・淡路大震災の実際の復旧経過を GIS 上に再現した。
すなわち、1995 年 1 月 23 日から 2 月 13 日までの４週間について、１週間ごとに復旧
（通水）した管路を示した。（図 5.1a～d） 
東灘第２低層配水池から配水区域に至るルートは、まず幹線φ900の復旧から始めな
ければならないが、1 月 23 日の段階では作業に着手したばかりであり、復旧した管路
はまだない。 
次に 1 月 30 日の段階（図 5.1b）で、ようやく配水池からの幹線φ900 が通水してい
る。2 月 6 日の段階（図 5.1c）では、国道 43 号線まで達し、東西方向の配水幹線にも
注水されている。 
2 月 13 日の段階（図 5.1d）で、φ900 から東へ延びる幹線にも通水され、大きなル
ープ状に復旧が進んでいる。この後、管網内の各管路に通水が進み、細部まで復旧が進
んでいく。 
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5.3 耐震化施策に期待される効果 
阪神淡路大震災からの耐震化施策として、
大容量送水管事業（配水管と接続された４ヶ
所から復旧。そのための４ブロック化）と配
水管耐震化事業（500m メッシュ完了。ここで
事故は発生しない）を取り上げる。これら２
つと緊急貯留システムが主要な３大プロジ
ェクトであり、復興事業として 19 年にわた
り進められてきたものである。 
 
(1) 大容量送水管 
大容量送水管は水源に乏しい神戸市に安
定送水を図る施設であり、復旧に際して用水
の供給点を増加させる役割を担う。東灘第２
図 5-1b 1995 年 1 月 30 日の状態 
図 5-1c 1995 年 2 月 6 日の状態 図 5-1d 1995 年 2 月 13 日の状態 
図 5-1a 1995年 1月 23日の状態（復旧前） 
図 5-2  大容量送水管（赤）と配水ブ
ロック化の状況 
①  
②  
③  
④  
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低層区域では、①配水池（φ900）、②本山給水拠点（φ300）、②低層連絡管接続箇所（φ
700）、④43号線接続点（φ500）の４箇所で既設配水管と接続されており、各ブロック
への注入点となっている。ここから同時に復旧を開始することができる。 
 
(2) 配水管の耐震化 
配水管の耐震化は、500mメッシュ（幹線）および 200m メッシュ（支線）の格子状に
耐震化を進めていくことが基本である。ここでは、500m メッシュの耐震化が終了した
として、φ300mm 以上の配水管には漏水事故が生じないとする。なお、φ250 ㎜以下の
配水管については、阪神・淡路大震災で発生した事故が同じ場所で発生するものとする。 
 
 
5.4 シミュレーションの方法 
（1）想定する耐震化状態と復旧方法 
図 5-3 には東灘第２低層配水池の配水区域の 1995 年当時の配管状態（管種・口径）
で実際に発生した漏水事故を示した。この管路事故の復旧に実際にかかった日数をあて
はめ管路の復旧状況を再現したのが、5.2で説明した図 5-1a～dである。ここではこの
実績に対比する形で耐震化施策（Case A, B, C）による復旧を比較する。 
【実績】1995年当時の実際の復旧過程を 1月 23日から 2月 13日まで、GIS上で表現し
た。漏水箇所は実際の箇所で生じたとして 1週間ごとに復旧済路線を表示。 
 
以下、耐震化施策の比較対象として３つのケースを考える。（Case A～C） 
 
【Case A】大容量送水管が完成し、この地区で住吉川・本山南の２か所について給水拠
点が整備され、さらに低層区域連絡管φ700 および国道 43 号線の幹線φ500 に
連絡した結果、ここからも復旧を開始できる状態。すなわち配水池を含め４か
所で同時に復旧作業が開始できる場合の復旧である。 
【Case B】幹線管路の耐震化だけが進められたケース。配水管の漏水事故件数が減少し
た分、復旧が早くなる。 
【Case C】大容量送水管が完成し、かつ管路の耐震化も進められた状態である。漏水事
故は支線のみであるので件数が減少し、また 4 か所から同時に復旧を開始する
ことで復旧期間短縮が期待できる。 
 
（2） 復旧順序 
配水管の復旧順序は、管口径の大きい方を優先するものとする。これは修繕のマンパ
ワーが限られている場合、どこから復旧させるか、という選択になるが、より重要な幹
線を優先させるのが「一般的」と考えられる。 
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（3） 復旧速度の想定 
復旧速度は口径により異なるが、１班１件あたりの平均的な復旧速度として下表を適
用する。さらに、復旧（修繕）の順序は、水源を有する箇所から口径の大きな管路を優
先して修繕していくものとする。すなわち分岐点では大きい管路に進み、復旧を進めて
いく。さらに大容量送水管では、供給点ごとにブロックを設定し、この区域をそれぞれ
の供給点が受け持つ配水区域とした。 
 
 
 
 
 
 
 
5.5 各施策による復旧状態の比較と考察 
上記の方法で、阪神淡路当時の実績と Case A～C を、1 月 23 日から１週間ごとに 2
月 13 日まで復旧状況を比較した。（図 5-4～5-7） 
 
(1) 1月 23日（震災発生 7日後） 
1月 23 日では、図 5-4に示すように実績ではほとんど何も行われていない。Case A は
３か所から復旧が始まっている。Case B では配水池出発で復旧が始まった。Case C で
は大容量送水管とブロック化・配水管幹線の耐震化が進んでいるため、復旧の進捗は最
も早い。 
表 5-1 管径ごとの復旧速度（想定） 
 小口径 
（φ75～250） 
中口径 
（φ300～500） 
大口径 
（φ600～） 
復旧速度 0.5日／件／班  1.0日／件／班  2.0日／件／班 
Feb.20,1995 Feb.27,1995 
Pipe Damage Pipe Damage 
図 5-3 東灘第２低層区域の管路事故発生状況（1995 年 1 月） 
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図 5-4 1 月 23 日の復旧状態 
実績 B 
A C 
実績 
図 5-5 1 月 31 日の復旧状態 
B 
C A 
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（2）1月 31日の復旧状態（14日後） 
図 5-5に 1月 31日（14日後）の復旧状態の比較を示した。実績においてもようやく
配水池からφ900 ㎜の魚崎幹線（十二間道路）復旧が始まった。Case A ではブロック化
と４点同時注入ができることを活かして 43号線以北はかなり復旧が進んだ。Case B で
も幹線について一定の区間で復旧が進んでいる。Case C では、A に加えてφ300 以上の
耐震化が終了していることから、かなりの管路が復旧済みとなっている。 
 
（3）2月 6日の復旧状態（21日後） 
図 5-6 には 2 月 6 日（21 日後）の復旧状態を示した。実績では魚崎幹線、国道４３
号線に加えてわずかな幹線のみであるが、何らかの耐震化が行われた他のケースでは復
旧が進んでいる。Case A では、43 号線以北のブロックにおいてかなり復旧が進み、Case 
B でもようやく復旧速度があがってきた。幹線が耐震化されているために Case A に先
んじて臨海部（第３工区（魚崎浜）、第４工区（深江浜））に通水がされている。Case C
ではさらに復旧が進んでおり、浜地区以外はほぼ復旧が完了した状態となっている。 
 
 
図 5-6 2 月 6 日の復旧状態 
A 
実績 B 
C 
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（4）2月 13日の復旧状態（28日後） 
 図 5-7 に 2 月 13 日（28 日後）の復旧状況を示す。この日は復旧開始から４週間と
なり、耐震化の計画目標で掲げられている復旧完了の期限である。ひとつの節目となる
期日である。実績では、主要幹線がループ状に復旧でき、これから管網を構成する管路
の復旧にかかる状態である。Case A と Case B を比較すると、この時点で浜地区に関し
ては Case B が先行している。これは幹線が耐震化されている成果と考えられる。 
Case C は復旧を終えており、Case A は臨海部の工場地帯を一部残すのみとなり、Case 
B は山側で一部の管路の復旧が残っている状態である。 
 
 
 
5.6 各施策による復旧率の推移 
図 5-8 は、実績および Case A～C の復旧率（速度）および投入可能な復旧班数を示し
た。復旧率では Case C が最も早く復旧を終えており、次に B→Aの順に復旧している。
Case C は、は３週間でほぼ復旧しており、計画目標の４週間以内の復旧を達成しており、
この区域が実際に最も遅く復旧した場所であることを考え合わせると、この地区が復旧
すれば神戸市内において、ほとんど復旧が終了していると考えてよい。 
図 5-7 2 月 13 日の復旧状態 
C A 
B 実績 
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なお、Case A と B を比較すると、当初ブロック化の Case A が先行するものの、途中
から幹線耐震化の Case B が追い越しており、幹線が耐震化していることが早い立ち上
がりにつながることがわかる。 
また、投入可能な復旧班数は、通水されて工事着手可能になった箇所数でもある。こ
のグラフから Case A と C は早くから班数が群を抜いており、ブロック化の成果が現れ
ている。災害応援において、第１班は優秀な人材から構成されることが多く、当初から
意欲ある人材を有効に活用できることを意味している。 
一方、実績においては、最初、多くの修繕班を投入する現場がなく。大幹線の修繕を
１班で進めることになってしまった。このことは阪神・淡路大震災の復旧応援における
教訓として考えておく必要がある。 
 
 
5.7 結語 
大容量送水管の効果（多点注入）と配水管の耐震化（幹線のみ完了）という復興事業の
効果を復旧速度という観点から、復旧状況を GIS 上で再現して検討した。このシミュレー
ションから、大容量送水管の多点同時復旧と配水管耐震化の復旧短縮効果などを読み取る
ことができた。さらに投入班数の検討も工事可能な箇所と結び付けて、人的資源の有効活
用につなげて考えていく必要がある。 
モデル管網を用いて、耐震化の進捗による復旧戦略の変化をみてきた。その時々の条件
に応じて最適な復旧戦略が存在するため、災害発生時点で所有するリソースを最大限活用
するマネジメント方法を即座に見出すことが求められている。 
 
図 5-8 各施策の復旧曲線と修理班数の推移 
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第６章 水量監視データを用いた管路の早期被害推定に関する研究 
 
 
6.1 はじめに ～早期被害推定に向けて 
埋設された水道管路の被害が早期に把握できると、復旧見通しが立ち、マスコミ発
表や応援要請を的確に行って市民の安心確保と早期復旧に資することができるなどメ
リットは大きい。このためにいくつかの推定手法が考案されてきた。しかし、手軽に適
用できる手法の確立にはいたっていない。ここでは、当日得られる水量監視データを用
いて、管路被害を早い時期に把握する手法について検討する。 
 
 
6.2 地震発生直後の配水池水位変化 
 1995 年当時、配水池は約 121か所（242池）あり、その貯留量の合計は、503,770m3
である。その多くがテレメータにより水位監視されていた1)。（表 6-1） 
日々の水位データは通常、朝夕の 2 回があり、需要の多い時間になる直前には満水ま
たは十分な水量が貯水されている。 
しかし、地震の当日、配
水管被害の発生により、配
水池水位は急激に低下し、
その勾配は区域内の被害件
数と密接な関係があると推
測される。（図 6-1） 
ここでは、データの残さ
れている配水池の中から、水源である阪神
水道企業団から見て最も上流にある東灘第
２低層配水池、ポンプ揚水で停電とともに
入水が停止した西垂水第２高層配水池、県
営水道からも受水していた狩場台特１中区
配水池、千苅浄水場系で有野ポンプ場から
入水する有野低区配水池の４配水池につい
て通常時（1 月 16 日）と地震時（1 月 17
日）の水位変化を示す。 
これらからわかるように配水池へは入水
が断たれ、配水は管路被害により増大する
ため、配水池水位は短時間で低下している。 
表 6-1 1995 年当時の配水池数と容量 
地区名 配水池箇所数、池数 配水池容量（㎥） 
市街地・西神 81 か所    166 池 401,210 
北神 37 か所    68 池 100,980 
六甲山 3 か所     8 池    1,580 
計 121 か所    242 池 503,770 
通常の水量変化 
Q
↑ 
① ② 
③ 
0        6        12        18 時 
図 6-1 配水池の一日の水位変化
（通常時と地震時） 
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① 東灘第２低層配水池（阪神水道系最上流）図 6-2 
② 西垂水第２高層配水池（阪神水道系の末端に近く、名谷ポンプ場から揚水）図 6-3 
③ 狩場台特１中区配水池（県営水道神出系からも入水）図 6-4 
県営水道から 200m3／時があり、水位はゼロにはなっていない。 
④ 有野低区配水池（千苅系のポンプ揚水）図 6-5 
有野ポンプ場が停電となり入水は停止しているが、緊急遮断弁が作動したため、2
号池の水位は 5.75m で止まっている。 
⑤ 鶴甲特２配水池（配水区域の事故が１件のみ）図 6-6 
 
また、1月 17日の 5時 30分～12時について、東灘・灘区の配水池の水位低下をプロ
ットした。鶴甲特２は低下速度が遅く、長時間貯水されていたことがわかる。（図 6-7） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-2 東灘第２低層配水池の水位変化（1月 16日と 17日） 
図 6-3 西垂水第２高層配水池の水位変化（1月 16日と 17日） 
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図 6-6 鶴甲特２配水池の水位変化（1月 16日と 17日） 
図 6-5 有野低区配水池の水位変化（1月 16日と 17日） 
図 6-4 狩場台特１高区配水池の水位変化（1月 16日と 17日） 
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図 6-7 には市街地配水池の水位低下状況を示した。ここから、配水池の条件により水
位低下の状況が異なることがわかる。概ね管路被害の少ない配水池は低下速度が遅く、
被害が大きい配水池は低下速度が速いことが予想される。 
 
 
6.3 管路被害データの状況 
 配水池の水位低下は、配水区域内の管路被害と密接な関係があると思われる。このう
ち管種（材質・継手構造）と埋設地盤が大きな因子と想定できる。一般に古い材質であ
る CIP（Cast Iron Pipe）
については、被害率が
高いため、各配水区域
内の CIP 管路延長が長
いと被害件数も多い
と推定される。管内で
26 件以上の事故が発
生していた 14 配水池
（区域）の CIP 延長と
被害件数の関係を図
6-8 に示す。図からあ
る程度の相関関係が
あると読み取れる。 
 
図 6-7 市街地配水池の水位低下（1 月 17日 5時 30分~12時） 
図 6-8 各配水池の CIP 管路延長と被害率 
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6.4 流出水量（率）と事故件数（率）の関係 
CIP 延長は配水管更新（耐震化）工事によって、今後、減少してくるため流出してい
く水量（流出量・流出率）と被害件数を対比させた方がよいと思われる。一般的には、
管路被害が大きいほど、配水池からの流出量は多く、短時間に空になる。管路被害は管
種（材質・継手）と埋設地盤に依存している。図 6-9 に流出率と事故率の関係をプロッ
トした。ここから、３つのグループに分類すると、ほぼ比例関係を示すグループに分類
できることがわかった。 
 ここに流出率と事故率を次のように算定する、 
（1） 流出率の算定 
配水池の水位がゼロ（有効水深の下限）になった時、または午後 0時（地震発生か
ら 6時間 14分後）までに流出した水量から流出率を算出する。 
（2） 事故率 
事故である管路被害は配水区域ごとに集計されている。これから配水区域ごとの管
路被害率・事故率（件／km）を算出することができる。 
（3） 流出率と事故率の関係 
流出率と管路被害率を比較すると、相関の高いグループ３つに分類でき、構成配水
池の特徴として、概ね配水池の規模による分類ができる。それぞれの関係式を示す。 
 
① 中規模配水池 y=3.98E-0.4ｘ＋0.224 
② 小規模配水池  y=4.72E-0.4ｘ＋0.733 
③ 大規模配水池  y=4.00E-0.5ｘ＋0.509 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6-9 被害件数の多い配水池の CIP 延長と被害件数 
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（4） 各配水池グループの容量（規模）と流出水量 
 本項では、前述のグループ①②③について、グループを構成する配水池の容量と流出
量およびそのグループだけの被害率（件／㎞）と流出率（m3／hr）から関係式を求めた。   
【グループ①】 
 このグループはすべて容量が 3,000 m3以上の大規模な配水池が中心であり、10 か所
の流出量の総量は、57,000 m3に達する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6-2 グループ①の配水池 
 配水池名 容 量（ m3） 流出水量( m3) 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
会下山 低層 
東灘第２ 低層 
篠原  低層 
熊内  低層 
会下山 中層 
天神 中層 
灘  中層 
20,000 
13,700 
12,000 
7,560 
8,000 
6,000 
5,360 
13,465 
10,335 
3,846 
6,113 
4,698 
3,551 
6,923 
８ 
９ 
10 
灘 特１高層 
板宿 中層 
灘 高層 
4,000 
3,380 
3,130 
3,529 
2,386 
2,438 
図 6-10 グループ①中規模配水池の事故率と流出率 
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【グループ②】 
このグループに属する配水池は、中小規模で最大でも灘低層の 7,160 ㎥である。グル
ープ①と比較するとばらつきが大きいが、神戸市に最も多い規模をカバーしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6-3 グループ②の配水池 
 配水池名 容 量( m3) 流出水量( m3) 
１ 灘 低層 7,160 4,819 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
六甲 特２高層 
烏原 高層 
高取 高層 
鶴甲 高層 
荒神山 特２高層 
赤塚山 特１高層 
3,450 
3,300 
1,990 
1,950 
1,520 
1,200 
2,787 
2,775 
1,455 
1,619 
1,013 
720 
８ 
９ 
10 
11 
12 
住吉 特１高層 
住吉 特２高層 
六甲 特３高層 
十文字山 特１高層 
甲南 特１高層 
800 
700 
500 
230 
200 
663 
572 
350 
188 
152 
図 6-11 グループ②の小規模配水池の事故率と流出率 
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【グループ③】 
このグループは大規模配水池から構成されている。大規模の特徴として管路延長が長
く、被害件数が多くなることが予想される。また市街地の低層区域は昔から発展して
いる市街地であり、年代の古い管路で CIP の材質が多いことが考えられる。従って、
事故率も比較的高くなると考えられる。 
 
表 6-4 グループ③の配水池 
 配水池名 容 量(m3) 流出水量(m3) 
１ 
２ 
３ 
４ 
会下山 低層 
奥平野 低層 
板宿 低層 
東灘第１ 低層 
 
20,000 
17,450 
10,000 
7,000 
 
13,465 
12,958 
7,491 
5,552 
 
※ このグループは、すべて大容量の低層配水池であり、大口径管にも多くの
被害が出ていると推測できる。 
 
 
図 6-12 グループ③の大規模配水池の事故率と流出率 
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6.5 被害推定プロセスの提案 
 ここまでの検討から、特定の配水池とその配水における被害推定をおこなうシステム
を構築する。まず、管路は次第に更新されていくので、その時々の CIPを含む非耐震管
路延長を把握しておく必要がある。また、配水区域に適用する関係式を決めておく必要
がある。 
 次にテレメータデータは、地震発生後、入水が停止した時点から空になるまでの時間
および流出量を把握し、流出率に換算しておく。 
 これらのデータから、事故率を読み取り事故件数を算定する。事故件数をもとに復旧
に要する応援規模を推定し応援要請に利用する。また応援が得られるようであれば、一
定のペースで復旧が進むものとし、復旧日を推定し発表することにより、被災者に状況
をお伝えする。 
以下に被害推定フロー図を図6-13に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.6 今後の課題 
 今回、管路被害の件数（事故率）を多量の漏水による流出率（㎥／h）と対比して関
係式を求めた。結果として一定の関係は認められるものの、このままでは十分とはいえ
ない。以下に、細かく検討するための確認項目を列挙しておきたい。 
【通常時】各配水区域の非耐震管延長の把握 
【地震時】入水停止後の流出率の算定（各配水池） 
流出率・事故率の関係式の選択（各配水池） 
流出率から事故率の算定（各配水池） 
事故率から事故件数を推定 
復旧日数の算定 
図 6-13 復旧日数算定のアルゴリズム 
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（1） 配水池への入水状況（自然流下、ポンプ揚水） 
配水池によっては、入水が止まるものと継続されるものがある。継続されるも
のについてはこの水量も加える必要がある。（概ね P揚水は止まり、自然流下系は
止まらない。） 
 
（2） 流出量および管路データの加工 
流出量と事故件数のデータの取り扱いにあたっては、生データ（流出量・件数）で
みるか加工データ（流出率・事故率）でみるか、で意味が変わってくる可能性がある。
管路材質や経過年数（材齢）をいかに考慮するか検討しておく必要がある。 
また管路については、埋設された地盤との関係も考慮に入れる必要がある。 
 
（3） 緊急遮断弁の存在 
地震が発生して緊急遮断弁が作動し、配水弁が自動で閉鎖されると緊急用水が
確保される。この時、閉鎖されていない配水池へは閉鎖された配水池から流入す
るため、これらの効果をどのように評価するか検討する必要がある。 
 
（4） 關係深いグループの分類方法 
今回、相関図からグループ①②③に分類して各グループの特性を考察したが、
逆に各種の配水池データを活用して合理的な分類を探索する必要がある。クラス
ター分析や主成分分析を適用して、水量パターンに応じて最も関係が強いと思わ
れる条件の抽出を試みる必要がある。 
 
 
6.7 結語  
災害時には早期の被害把握が重要であり、ある程度確度の高い方法で推定することで、
復旧見通しを得て応援隊を依頼し、早期復旧に結びつけることができる。 
水量監視データは、多くの水道局において日々の配水池の運用にもちいられている。
住宅地にあっては、朝夕のピーク時にあっても断水とならないよう水位を決めて運転さ
れている。従って、これらのデータは事故時にあってもリアルタイムで入手しやすく、
逆算で事故率・事故件数の推定に利用できるものである。しかしながら、このような研
究は今まで見当たらず、未開拓の分野であるということができる。 
今後、より概略に被害状況を把握する汎用性のある手法として、流出水量や流出率に
関係する因子を見出し、地盤条件も考慮するなどして予測の精度をあげて発展させるこ
とが期待できる。 
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７章 連絡管システムの階層化に関する研究 
 
 
7.1 はじめに 
神戸市では、層別給水システムの構成に合わせ配水区域を貫通する低層連絡
管・中層連絡管を整備してきた。これらは配水区域間の相互バックアップを目
的としたものであるが、地域間でみると送水トンネル、大容量送水管、市街地
北神連絡トンネルなどがバックアップの機能を果たしている。 
阪神淡路大震災以降、神戸市は兵庫県南部地域の広域的水道整備計画に基づ
き、周辺都市との連絡管整備を進めており、平成 25 年 12 月現在、５都市 9 本
の連絡管が完成している。また広域的には、阪神水道・県営水道の送水管と神
戸市の大容量送水管、淡路広域水道の送水管などのネットワークが相互水融通
機能を発揮するように構想している。 
ここでは、これらのネットワークを総合的にとらえて階層化し、相互バック
アップに向けての概念整理をおこなっていきたい。 
 
 
7.2 兵庫県の広域計画と相互応援協定 
（１） 兵庫県南部地域広域的水道整備計画 1) 
 兵庫県南部地域の連絡管構想は、2000 年（平成 12 年）3 月に兵庫県が策定
した『兵庫県南部地域広域的水道整備計画』に記載されている。兵庫県は 1995
年の阪神・淡路大震災を受け、鉄道・高速道路の交通ネットワークの整備によ
る地域の一体化も考慮し、従来の「瀬戸内東南部地域」（1979 年（昭和 54 年））
と「淡路地域」（1989 年（平成元年））の二つの広域的水道整備計画を統合する
形で、「兵庫県南部地域」として改訂した。 
震災からの復興を意識した「兵庫県の水道の目標」（基本方針）として、 
①  安定した水供給体制の確立 
②  安心できる水道の整備 
③  安全で良質な水の供給 
④  「市民」の視点に立った水道づくり 
の４項目を掲げており、施設整備、維持管理、広域的取組、経営計画に対して
上記４つの視点から検討している。なお、④は神戸市の耐震化計画の理念が反
映されたものである。 
 この計画における広域的施設整備として、「連絡管による連携」をあげている。
連絡管を異水道事業者間・同一事業者異水源間の広域連絡管、隣接する事業者
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間の隣接連絡管、の二種類に分類して整備を促進し、広域的水融通をおこなう
ことで災害時に対応するとしている。 
さらに具体的には、用水供給事業者である兵庫県と阪神水道の幹線網および神
戸市の大容量送水管などを「広域連絡管」として、各水道事業体の周辺市町と
の接続管路を「隣接連絡管」として位置づけ、整備していくことで、兵庫県南
部地域における水融通能力を増し、災害時の対応力を強化していこうとするも
のである。 
この構想は、５つに地域に分散している兵庫県営水道の各系統を相互に連絡す
ることが核となっており、これに加えて阪神水道の受水調整、各市の隣接連絡
管を活用することで水を不足する地区に送り届けようとする考え方が基礎にな
っている。 
ただ、兵庫県南部地域は広大であり、途中に受水団体がないと別系統の県営水
道を連絡することは事実上困難である。そこで、当面の間は各市の水道を関与
させることで間接的に水の融通をおこなうことが現実的である。 
平成の大合併により、市町は一つの市にまとまり、水道事業もこれまでの行政
界を越えて合理的な水道整備が可能になってきている。可能な範囲で市内の隣
町間の給水ルートを確保すること、県営水道からの受水地点の複数化を図るこ
と、などで隣接市からの応援給水を有効に活用するとともに間接的に用水供給
の水量調整に影響を与えることができる。 
 
 
7.3 配水池と連絡管の多重バックアップシステム 
地震対策は、水道事業体自体の耐震化計画にもとづくハード的な整備、大都市
間や日本水道協会県支部レベルでの相互応援協定などのソフト対策とともに、
前節で触れた連絡管システムも整備すればかなり有効な対策になるのではない
か、と考えられる。特に、事業体内部において連絡管をどのように構成するか、
神戸市を例にして検討する。 
神戸市は、兵庫県営水道と阪神水道の二つの用水供給事業および淡路島をつな
ぐ重要な位置にある。さらに市内では、市域を大きく「市街地」・「北神」・「西
神」の３つに分け、それぞれを相互にバックアップできるように検討してきた。 
これらを連絡管という視点から整理すると、スケールの大きなものから、次の
①～⑤となる。（図 7-1）  
① 「広域レベル」：兵庫県南部地域の広域連絡管  
② 「隣接レベル」：他市町との隣接連絡管 
③ 「市内地域レベル」：市内地域間の連絡管 
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④ 「市街地層別レベル」：同一水圧レベルの連絡管（低層・中層・高層）  
⑤ 「配水ブロックレベル」：同一配水区域内でのブロック間連絡管 
 
次に、それぞれのレベルにおける具体的な施設をあげてシステムの構成要素とし
くみを考察する。 
① の「広域レベル」では、兵庫県用水供給事業、阪神水道の送水トンネル、淡
路島への送水施設など神戸市を取り巻く供給施設を、神戸市内の大容量送水
管や送水トンネルなどの幹線網でつなぐことで、広域的な水融通機能を持た
そうとするものである。図 7-2 において、二重線で広域連絡管となりうる阪
神水道企業団・神戸市・兵庫県の幹線水道管（トンネル含む）を示した。 
② の「隣接市レベル」では、神戸市と隣接する明石市・三木市・三田市・西宮
市・芦屋市の５市との間には連絡管を設置している。口径はφ200～150 で
あり、大規模な応援はできないものの地域的な応援には効果が期待できる。 
図 7-2 では、神戸市とその周辺 5 市との隣接連絡管を示した。これらは兵庫
県南部地域広域的水道整備計画に位置付けられたものであるが、それぞれの
口径や連絡場所などは、表 7-1 に示す。 
配水ブロックレベル連絡管 
市街地 層別レベル連絡
 
市内地域レベル連絡
 
隣接レベ
ル連絡管 
広域レベル連絡管 
上位レベル 
下位レベル 
図 7-1．神戸市の連絡管システムの階層構造 
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表 7-1 神戸市と隣接市との連絡管（2013.12 現在） 
隣接市 整備年度 設置場所 口径 
三木市 1994（H6） 西区富士見ヶ丘 ～三木市緑ヶ丘町本町 φ150 
2004（H16） 西区押部谷町西盛 ～三木市緑ヶ丘町本町 φ150 
三田市 1994（H6） 北区長尾町 ←三田市沢谷（受水のみ） φ200 
2010（H22） 北区長尾町宅原 ～三田市横山町 φ200 
西宮市 2003（H15） 北区有野台 ～西宮市すみれ台 φ150 
2012（H24） 北区道場町 ～西宮市山口町 φ200 
芦屋市 2010（H16） 東灘区森北町 ～芦屋市三条町 φ200 
明石市 2010（H16） 西区大沢 ～明石市大久保町 φ200 
2011～12 
（H17～18） 
垂水区南多聞台 ～明石市松が丘 φ150 
 
 
③ の「市内地域レベル」の連絡管としては、市街地・北神連絡施設があり、神
戸市の市街地地区と北神地区を送水トンネル・管路とポンプで連絡するもの
である。この施設により神戸市内を一体として水道水を運用することが可能
神戸市 明石市 
三木市 
三田市 
西宮市 
芦屋市 
阪神水道 
兵庫県営水道 兵庫県営水道 
淡路広域 
神出系 三田系 
多田系 
兵庫県営水道 
図 7-2．神戸市を中心とした広域連絡管と隣接連絡管 
西宮市 尼崎市 
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になり、渇水時などに効果を発揮している。大容量送水管も送水トンネルと
連絡されており、バックアップに利用できるほか、各配水池に対しては大容
量送水管と既設送水トンネルの 2 系統または３系統からの入水が可能であ
り、不測の事態に備えている。また、北神地区は北神戸配水池において千苅
ダム系と県水三田系が、西神地区では狩場台特１高区配水池において阪神水
道系と県水神出系の水が入水し、複数水源を持つようにしている。この状況
について、図 7-3 に市街地・西神・北神の３地域の関係をおよび県営水道・
阪神水道との関係を図示した。 
④ 「市街地・層別レベル」については、海に近いところから低層・中層・高層・
特別高層に区分される層別ブロック別給水の採用しているため、それぞれに
対応して配水池が存在する。ここに、それぞれの階層を東西に貫く連絡管（低
層（φ700）、中層（φ500）、高層（φ300））が設置されている。図 7-3 に
は、阪神水道からの送水トンネルを経て自然流下で流れる中層・低層連絡管
との関係を示した。 
 
 
県営水道（神出系） 
阪神水道 
県営水道（三田系） 
千苅ダム 
市街地地区 
西神地区 北神地区 
配水池 配水池 
中層連絡管 
低層連絡管 
神戸市 
市街地北神連絡 
送 水 ト
ンネル 
図 7-3．神戸市内における地域連絡管と層別連絡管 
大容量送水管 
配水池 
配水池 
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⑤「配水ブロックレベル」については、配水ブロックが配水池ごと・街区ごと
に分割されているため、これを連絡する箇所を設定して仕切弁で区切りとし
ている。この仕切弁は末端での滞留状況によって、完全に遮断されているケ
ースと、多少の隙間を開けているケースがある。次項において、神戸市中央
区を例に配水ブロックの階層性について考察する。 
 
 
7.4 神戸市中央区・兵庫区における実際の配水池階層性 
 神戸市の中央区・兵庫区において実際の配水池とトンネルを中心に配水系統
の階層性を構成した。（図 7-4） 
さらに低層・中層・高層以上について給水対象区域を記した配置図を図 7-5
（低層）、7-6（中層）、7-7（高層）に示す。低層・中層・高層の各図では、主
な配水区域を記した。このような階層構造は、計画段階で考慮されてきたが、
現場レベルで正しく理解されない可能性がある。設計や維持管理に関係する職
員は全体の階層性を理解するとともに配水池相互の位置関係、バックアップの
可否などを常に研究しておく必要がある。日常から区域変更などの運用を行う
ことで、事故時や災害時のバックアップ方法を検討していくことが求められる。 
一方で、鉄道や都市計画道路などを利用して、誰でもわかりやすい区域分割に
配慮すること、そのために場合により区域変更を行うことも必要である。 
 
図 7-4 中部センター管内の配水池の配置構造 
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図 7-5 低層配水池の分担（中部センター管内） 
図 7-6 中層配水池の分担（中部センター管内） 
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7.5 連絡管の日常的な利用 
市内地域レベルの市街地・北神連絡施設は、通常の水運用にも活用している。
すなわち、普段は電力費が最も低減できる場所に両地区の給水区域の境界があ
るが、渇水時には阪神水道の水を最大限利用することで境界を北に移動させ、
貴重な自己水源である千苅ダムの貯水を温存することができる。また、北神地
区において県営水道との水源の多重化を図ることで安定給水に大きく寄与し
ている。 
市街地地区において、低層連絡管（φ700）・中層連絡管（φ500）なども、
一部未完成の区間もあるが、これを利用して隣接する配水区域を相互に応援す
ることができる。配水池の維持管理上、空にして工事を行う場合など、一時的
に隣接配水池の区域に切り替えるという運用をしている。また上位レベルにあ
る大容量送水管からも、低層連絡管・中層連絡管に直接連絡されており、災害
時には配水池を介すことなく直接管路に通水し、復旧の迅速化を図ることがで
きる。配水ブロックレベルの連絡管は、工事などでの配水区域変更や直結給水
の区域拡大などに利用してきた。なお、大容量送水管は既設の送水トンネルと
連絡されており、既設トンネルの点検・補修を行うことが可能になった。さら
に各配水池に対してそれぞれから入水できるようにしており、配水池を仲立ち
として連絡・調整機能を発揮できる。 
隣接市との連絡管は、阪神淡路大震災の時を除いてこれまであまり使用して
こなかった。しかし、断水が長期化するような場合、隣接市から応援を受ける
ことによって給水を維持できるのであれば非常に有効である。また、隣接市の
図 7-7 高層以上配水池の分担（中部センター管内） 
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水道関係者と普段から連携し、災害時に備えることも「ソフト面での耐震化施
策」であると考え、隣接する５市（明石市、三木市、三田市、西宮市、芦屋市）
と実務者による相互応援訓練を実施し、応援要請の手続きや現地でのバルブ操
作などを確認している。図 7-8 には、平成 26 年 1 月現在の神戸市を中心に見
た隣接連絡管を図示した。  
今後は、市民への地震対策の PR という観点からも、規模を拡大して訓練を
実施していくべきと考える。また、お互いに効果的な場所を選んでさらなる連
絡管の設置もおこなっていく必要がある。 
図 7-9、図 7-10 には平成 21 年に神戸市と芦屋市とのφ150 ㎜隣接連絡管を
使って両市の水道部局と地域住民が合同訓練した写真を示した。図 7-9 におい
て点線は両市の市境を示している。図 7-10 では、芦屋側から送水された水を
神戸側で仮設応急給水栓から取水している状況を示している。その他の市に対
しても少なくとも水道事業者レベルでは同様の訓練が行われている。できれば
住民レベルまで含めて実施していくことが望まれる。 
 
芦屋市 
（山手幹線） 明石市 
（松が丘） 
三木市 
（神出、緑ヶ丘） 
西宮市 
（すみれ台、
山口町）  
図 7-8 神戸市と隣接市との連絡管（位置図） 
三田市 
（176 号線） 
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7.6 連絡管網の構築とその利用 
これまで述べてきたように、兵庫県南部地域は二つの用水供給事業と関連す
る末端水道事業が相互に連絡されることにより、地域としてより高い水融通能
力を獲得し、災害に対する対応力が増してきている。また、兵庫県企業庁水道
課を中心に、兵庫県の相互応援体制ができ、県内で災害が発生すれば、駆けつ
ける体制ができている。  
神戸市内においては、各階層の連絡管と配水池・送水トンネルなどを結びつ
けることで、通常時の多様な水運用に対応しており、災害時の予期せぬ事態に
もぎりぎりの水運用で切り抜けるような活用方法も見出せる可能性がある。 
図 7-9 神戸‐芦屋の連絡管訓練（点線：市境） 
図 7-10 芦屋からの水をくむ神戸側住民 
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このような広域・隣接連絡管、市域内での多重バックアップ、相互応援など
は、全国のモデルとして通用する素地がある。ただ、事業体間で実際に水道水
をやりくりするには、十分かつ慎重な実務的な調整と協定等の締結が必要であ
るが、水道事業を統合しなくとも「ゆるやかな広域化」として、事業体どうし
の連携と協力関係を構築し、災害時に備えることは十分可能である。  
各水道事業体のおかれた地理的な条件をよく吟味し、県内の広域水道の状況、
自己水源の状況などから、それぞれの地域にふさわしい連絡管のあり方につい
て研究されることが望まれる。また、大都市近郊を中心に、用水供給事業から
受水している事業体、行政界が入り組んでいる地域などでは、受水団体どうし
が相互にメリットのある連絡管で結ばれることで、間接的に大きな力を発揮で
きるのではないか、と考えられる。 
阪神・淡路大震災後に改訂された日本水道協会の「耐震工法指針」では、レ
ベル１・２の地震動や施設の重要度に加えて、「バックアップやループ化などの
システム的対応」という概念も示された。その具体的な方策としては示されて
はいないが、連絡管の階層的整備と配水池を介した多重バックアップこそは、
耐震化対策の「システム的対応」であると考えられる。 
 
 
7.7 相互応援協定による連携応援 
阪神淡路大震災後のソフト面での進化として、相互応援協定の締結があげられ
る。大都市（政令指定都市）間、兵庫県内では相互応援協定が締結され、応援
幹事都市が決められ、神戸市も大阪市・広島市と応援訓練を重ねている。これ
によって各市の状況について基礎的な知識を持つ職員が増え、人的な交流もで
きることから、緊急時には必ず役立つと思われる。 
さらに兵庫県においては、兵庫県企業庁水道課を中心に、県内をいくつかのブ
ロックに分けた相互応援体制が定められ、すでに何度か実際に機能している。 
2003 年（平成 15 年）には、篠山市で水源となっている河川に薬品が流出し、
取水停止になったために、また同じ年には氷上町（現・丹波市）において水源
トラブルから応援要請がおこなわれた。神戸市その他の市町が協定に基づき、
協力して給水活動にあたった。翌年の 2004 年（平成 16 年）は台風 23 号により、
洲本市・豊岡市に被害が出て応援がおこなわれ、いずれのケースも阪神淡路大
震災で活動した職員をリーダーに被災事業体の立場に立った支援活動をおこな
われた。（「3.7 その後発生した災害への対応」、表 3-10 を参照） 
応援要請に至る原因はさまざまであるが、状況を理解し、他都市と協力して問
題解決にあたる経過には共通のものがあり、これらを積み重ねていくことで水
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道事業者間の信頼関係醸成に役立つと考えられる。 
 
 
7.8 結語  
水道の地震対策は、単に耐震設計された施設を建設し、管種を耐震管に更新す
るだけでなく、システム的対応としてバックアップやループ化に加え連絡管、
ソフト面での耐震化施策などと組み合わせてこそ総合力を発揮できるものであ
る。  
神戸市には、これまで整備されてきた層別の連絡管システムという資産があり、
普段から実際に活用することで利用技術も併せて開発してきた。これを緊急事
態にも活用することで、水道システムのさらなる耐震化に役立てることができ
る。一方で、神戸市は兵庫県南部地域の中心都市として、兵庫県県営水道と阪
神水道という２つの用水供給事業者をつなぐ位置にあり、かつ 5 つの隣接市と
連絡管を連結している。また、神戸市内部においても送水トンネルや市街地・
北神連絡トンネルなどで市街地・西神・北神を連絡しており、渇水時などに千
苅ダムの水位を考慮した運用をしている。さらに各地域内では配水池ごとに配
水ブロックが形成され、配水ブロック間の連絡により、一部地域の水圧を上昇
させる直結給水化や低層配水池の下限水位（LWL, Low Water Level）が同じで
あることを活用して他の配水池から支援を受けての配水池改修なども実施して
きた。 
これからも事業体内外の連絡管の拡充を図り、隣接市と手を携えて連絡管の新
しい利用技術を開発しながら地震対策を充実させていく必要がある。  
全国の事業体においても、配水池と連絡管による多重バックアップシステムを
事業体の内部と隣接地域に拡大して構築し、通常時の水運用により実績を積み
重ねることが、災害時の広域的な『水道の地震対策』になると考えられる。 
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第８章 東日本大震災の教訓と広域連携 
 
 
8.1 はじめに 
兵庫県は東北地方から距離的に遠いが、大規模災害であったことから、日本
水道協会の要請により、直後から多くの水道事業者が給水応援隊を派遣した。
また、神戸大学はライフライン地震工学の視点から水道管路の被害に着目し、
現地調査を積極的に実施した。東日本大震災は 1995 年 1 月の阪神・淡路大震災
以降、最大規模の地震であり、甚大な津波被害や原発事故など、新たな要素に
より多くの新たな問題を投げかけている。 
2011 年 10 月、神戸大学は東北支援を行った兵庫県南部の水道事業者に呼びか
けて、有志による「水道地震対策研究会」（以下、「研究会」）を立ち上げ、水道
被害と支援方法に関する情報交換をおこなった。その内容は、今回の地震被害
から教訓を抽出し、整理・分析を加えて、南海・東南海地震に対応するために
兵庫県地域において考慮しておくべき施設耐震化および応援派遣に関するノウ
ハウのとりまとめ、である。 
本研究会は、大学が所在地域において社会貢献をおこなう一つのモデルを提供
している。図 8-1 には、神戸大学と周辺の水道事業・用水供給事業の関係を示
した。水道事業者から見ても、職員数の減少という状況下で、地震対策や緊急
対応について科学的視点から知見を集約できるメリットは大きい。また人的ネ
ットワーク形成も期待できる。本論文では、2011 年 3 月 11 日の地震発生から約
1 年後までに研究会においてまとめられた成果と複合災害への取り組みについ
ての考察を紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 8-1 神戸大学とその近隣の水道事業体との位置関係 
神 戸 大
 
阪神水道 
県営水道 
神出浄水場
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三田 
西 宮
（北） 
西 宮
（南） 
三木 
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8.2 水道に関する被害状況 3) 
神戸大学は、地震発生後の 3 月末から４月にかけて、および 7 月に宮城県内陸
部および茨城県に現地調査をおこなった。また、兵庫県の水道事業体は給水・
復旧支援を行いながら岩手県三陸沿岸の被災状況を調査した。この結果、広域
災害のため複雑に被害が連鎖する状況が見られるものの、水道被害については
大きく次の３パターンに分類できることがわかった。 
(1)強い地震動によって構造物や管路が破損したもの 
(2)液状化によって管路の継手部が離脱するなどで通水能力が失われたもの 
(3)津波によって施設が破壊され、復旧が困難な状況に追い込まれたもの 
調査対象となった箇所は限られており、広範な区域をカバーしているわけでは
ないが、この中に今回の被災の特徴が凝縮されていると考えられる。これらに
ついて、以下に詳述していくこととする。また、被災事業体からヒヤリングを
実施する中で、各事業者において比較的被害個所がよく把握されており、兵庫
県南部地震における被害と比較するとそれほど広範かつ大規模なものではない、
との印象が与えられた。 
 
（1）強い地震動 
強い地震動によって，大口径管路や水管橋のような構造物に被害が生じている。
事例として、宮城県用水供給事業である「仙南・仙塩広域水道」および「水管
橋」（大崎広域水道と那珂川水管橋）を紹介する。 
仙南・仙塩広域水道では、15 か所の被害のうち 14 か所が管路継手部であった。
なかでも伸縮可とう管の継手事故が伏せ越し部、曲がり部、コンクリート防護
工の周辺部などで発生 1)していた。（図 8-2）  
長大水管橋は各地で被害が発生しており、茨城県企業局の那珂川水管橋 2)（図
8-3）では支承が損壊し継手が抜ける被害、大崎広域水道事業では両岸の河川堤
防の沈下量の差などにより管路の継手がはずれる被害が生じている。 
このような大口径管路、長大水管橋の被害は、復旧にある程度の日数を要する
ものの、復旧によって給水状況が一気に改善される。このため、事故を発生さ
せないための工法・材質の選定、設計変位量の設定、計画的なバックアップル
ートの確保について見直す必要がある。 
 
（2）液状化 
千葉県、茨城県の水道施設・管路被害の主原因となった広域液状化は、海岸や
河川周辺に水道施設を持つ事業体にとって早急に検討すべき課題であるといえ
る。茨城県鹿行広域水道の鰐川浄水場では施設全体で液状化が発生し、ポンプ
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場などの杭基礎構造物周辺が沈下する一方、共同溝が浮上し、１m 近くの段差が
生じた。同様の管路網の被害は、東京湾沿岸や利根川流域の沿岸部の住宅地で
も発生している（図 8-4）。 
 
図 8-4 耐震貯水槽の浮上 
（千葉県浦安市） 
図 8-5 津波で被災したポンプ場
（岩手県大槌町） 
図 8-7 安渡橋水管橋の破損 
（岩手県大槌町） 
図 8-6 津波により洗堀された管路 
（陸前高田市） 
図 8-3 水管橋伸縮部の破損 
（茨城県企業局 HP2）） 
図 8-2 大口径管の破損 
（宮城県企業局 HP1）） 
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このような場所は住宅のために改変された地形であり、旧地形をしることで被
害発生場所をある程度特定することができる。また、耐震継手管やポリエチレ
ン管などを使用することで、地盤変位に追随する管路とし、給水を継続するこ
とは可能である。ただし、将来的には上下の不陸により管路内に空気が溜り、
流下断面を阻害する可能性はあるため、復旧作業のなかで空気抜きなどの対応
策が必要になってくると考えられる。 
 
（3）津波 
地震によって生じた津波は、東北地方の太平洋沿岸に大きな被害をもたらした。
水道施設に対しても津波特有の被害が生じており、被害状況を把握し分析した
うえで、今後、津波対策を検討していく必要がある。 
津波による水道被害は、直接的なものとしては浅井戸の塩水化・濁水化、河口
部の水管橋の流失、海水をかぶることによる電気装置の故障などがある。さら
に一面をガレキが覆い尽くすことにより、仕切り弁・消火栓などが埋没し、埋
設管路の位置がわからなくなる状況も生じた（図 8-5～7）。 
また間接的なものとして電力施設の被災による動力の喪失、それに伴う浄水処
理・ポンプ送水など電力に頼る施設能力の喪失がある。道路が寸断されること
により、浄水処理の薬品やガソリンが不足し、間接的に給水活動にも影響を与
えた。 
 
（4）被害と復旧の分析  
a）液状化の被害集中箇所の地形特性 
東日本大震災に伴う液状化被害は、過去に例がないほど広範なものであったが、
水道施設への被害としては、継手の抜けだし、管体の亀裂、漏水などがある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 8-8 液状化の集中地区（茨城県・千葉県）
4) 
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鍬田・池尻 3),4)は、茨城県神栖市、鹿嶋市、潮来市と千葉県香取市など７つの
被害集中箇所をGIS上で表示した（図 8-8 のA～G）。 これらは旧河川を埋め立
てた地盤、後背湿地や狭い谷筋の埋め立て地盤、砂利採掘場の埋め戻し箇所な
どいずれも人工改変地であり、その面積は１km2以内に絞られる。この地区では、
管路被害率が他地区に比べ６～17 倍に大きいことが示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b）広域水道の被災による復旧への影響 
今回、宮城県用水供給事業の大口径管路が被災したことで、供給を受ける末端
市町村水道の復旧にも大きな影響があった。鍬田・岡本 5)は、断水長期化の要因
分析を行うために、モデルとして自己水源における電力復旧日数（以下、T e）、
広域水道の復旧日数（以下、T t）と、液状化による配水管路復旧の遅延日数（以
下、T l）を本地震の断水長期化の要因として加算し、広域水道と自己水源の影
響は広域水道受水割合rで調整するものとした。 
各日数を説明変数とした重回帰分析によって、モデルのあてはまりを分析した。
式（1）に通水率 90%達成日数の予測モデルを示す。 
 
        ltepest TkrTkTrkTkT 432901 )1( ++−+=                          [3] 
ただし、T p90：通水率 90%までの管路復旧日数、T e：自治体の自己水
源における電力復旧日数、T t：広域水道の復旧日数、 T l：液状化に
よる配水管路復旧の遅延日数、k i：偏回帰係数 
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図 8-9 通水率 90％達成の予測と実績 5) 
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この式をもとにした回帰分析では、予測値と実際の復旧日数の関係はR２=0.92 
であり、これだけの要因でよく表現されているといえる。（図 8-9） 
すなわち、広域水道から用水供給を受けている末端事業体の復旧日数は、①広
域水道の復旧日数、②広域水道が占める供給割合、③電力復旧日数、④液状化
による遅延日数を組み合わせることで表現している。 
c）応急給水活動支援の分析 
地震直後から日本水道協会が中心となって被災地への給水活動を展開した。こ
れを厚生労働省の発表資料から追ってみると、派遣台数は 300 台を越えており、
ピーク時は 355 台であった。また、派遣自治体は全国に分布しているが、当然
ながら給水人口 70 万人以上の事業体が多くの給水車を派遣している 6)。 
このことは当初の大規模断水に対応するうえで重要なことである。しかし、後
半になると地元東北の事業体が中心になっていき、「被災県＋日水協の地方支
部」の組み合わせによる支援体制に移行した。この方法は、初期の大規模な支
援、最終期の地元事業体への引き継ぎという観点から有効な考え方と思われる。
さらに後述するように、地方支部内においても、県支部などさらに小さな単位
で特定の地区を分担していくことで、中小事業体であっても長期的な支援体制
を維持していく、という概念が生み出された。 
初期の大規模な応急給水については、その需要をいかに把握するか、日本水道
協会が中心になっていかに派遣事業体を募集・割り当てをおこなうか、またこ
れを迅速に実施できるか、がカギとなる。 
 
（5）被害の特徴についてのまとめ 
 以上の観点から、東日本の水道被害の特徴について取りまとめる。 
①  特に重要な構造物（長大水管橋など）について、設計時に想定する変位量の
見直しが必要である。 
②  液状化が予想される場所の構造物（共同溝）・管路では浮上防止や不同沈下
などへの対策が必要である。一方、改変地形においては液状化が発生し、管
路被害の集中箇所が見られるので、旧地形を知ることで事前の対策がある程
度可能である。 
③  「地震→津波」による複合災害は、ライフライン全体にさまざまな影響を与
える。またライフライン相互に機能被害が影響し合って、結果、復旧作業が
遅れることにもつながる。8.7 において、このような複合災害の発生メカニ
ズムを時系列で追うことで問題を分けて考える道筋を示した。 
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8.3 応急給水と応急復旧の支援 
2011 年 3 月 11 日の地震発生を受け、日本水道協会では災害規模の甚大さに鑑
み、全国からの給水支援を実施することを決め、兵庫県支部にも派遣要請があ
った。これを受け、兵庫県南部の水道事業体からも、多くの都市が応援派遣を
おこなうことを決定し、翌 12 日（土）以降、あいついで現地に向け出発した。
この中には、後に研究会に加わったメンバーが所属する事業体（明石、芦屋、
尼崎、西宮、三田、阪神水道、神戸）も含まれている。 
当初、応援隊は千葉県において活動したが、その後、日水協本部から関西地方
支部の担当が岩手県と決定され、関西の事業体は移動して盛岡市に集結した。3
月 17 日以降、太平洋沿岸部では津波被害により衛生的な水が不足していること
が判明し、岩手県三陸沿岸の地域に対して給水支援活動を開始し、5 月まで継続
した。また、復旧支援については神戸市が大槌町と陸前高田市を担当し、6 月
20 日過ぎまで活動を継続した。 
この活動を続ける中で、次のような
事項が明らかになった。 
① 初動期は混乱が生じやすいため、
先遣隊と給水実働部隊は行動を別
にし、日水協本部や他支部と情報
交換し調整しながら実働部隊の活
動先を決めていく必要がある。 
② 支援が長期化した場合、地域で連
合チームを結成することで人材を
有効活用できる。 
③ 支援チームの交代に際して、ルー
トマップや供給先リスト（タンク
容量など情報も含む、）、収容人数
など基本データを引き継いでいく
ことが必要である。図 8-10 は引継
ぎされた巡回リストの例を示す。 
④ 給水支援も復旧隊との連携、保健
福祉など他分野との情報交換が有効であるため、できるだけ意思疎通しやす
い体制（同一自治体・地域）で一つの被災地を継続して支援していくことが
有効である。 
⑤ 給水に関しては、自衛隊やボランティアグループが活動しており、これらと
連携して重複を避ける必要がある。 
図 8-10 応急給水活動の巡回コース
 
95 
 
⑥ 水に関しては、PET ボトルや川の水、
プールの水などもあり、これらを
総合的に活用することで被災者の
生活を支援する視点を持つ必要が
ある。 
⑦ 現地活動が長期化すると、後方支
援基地の場所、応援隊への支援能
力、住民の理解などが重要になる。
この点に関しては先遣隊の役割で
あろう。 
⑧ 復旧支援については、被災地の要望をできるだけ汲み上げること、中途半端
に業務を切り上げないこと、現地の事情などに配慮すること、などが求めら
れる。特にお年寄りの多い地区では、各戸までの運搬給水も考慮していくこ
とが求められる。（図 8-11 に大槌町での運搬給水状況を示す。） 
⑨ 図面やマッピングなどの情報は貴重であるが、現地と相違していたり、修正
されていなかったりして混乱することを覚悟しておく必要がある。 
⑩ インターネットで得られる地図・航空写真、携帯・カーナビの GPS 機能は管
路位置特定にも効果がある。 
 
水道に対する支援の場合、給水回復を図ることが至上命題であり、現地の被害
調査やその分析などは二の次に置かれる。神戸大学は地震発生から少し経過し
てから現地（茨城県、宮城県）に入り、地元水道事業職員へのインタビューな
どから被害情報を収集し、GIS などの情報と重ね合わせて被害マップを作成し、
被害箇所の特徴を明らかにしていった。一方、神戸市は、岩手県大槌町と陸前
高田市において復旧支援をする中で、水源被害、管路被害の実態を観察し、い
くつかの教訓を得ている。それらを総合すると、次のような知見に総括できる。 
① 茨城県などの液状化地域において管路被害の集中する箇所が存在し、改変前
の地盤図などから、かつて軟弱地盤であった箇所が多いこと。 
② 大崎、美里、栗原など内陸部の強震動地区なども、被害状況は地盤と関係が
あると推測される。 
③ 水道用水供給事業は効率的に用水確保ができるしくみであるが、それだけに
頼っていると配水管被害が少ないにもかかわらず復旧が遅れる事例が見ら
れた。このため、用水供給側において個別施設の耐震化と二系統化で給水安
定性を確保するとともに末端側でも他地域・他都市からのバックアップ（連
絡管）を考慮しておくことが必要である。 
図 8-11 大槌町での応急給水（運搬） 
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④ 岩手県の三陸沿岸においては、浅井戸を水源とし塩素滅菌をしただけの水道
システムが多い。これらのシステムは井戸が津波により塩水化し、電源を喪
失し、海辺の中継ポンプなどが冠水して利用できず、河口部の幹線水管橋が
流失するなどしてシステム全体が破壊された。 
⑤ 水道システムの復旧にあたっては、全体を把握したうえで、優先復旧箇所、
全体工程や入手可能な資材などを勘案しながら復旧戦略を立てていく必要
がある。 
⑥ 支援にあたる人材が限られること、現地においても専門家がいるとは限らな
いことから、水道復旧に関するあらゆる事項に取り組む必要がある。具体的
には、配水池洗浄、管路洗浄、ポンプ・テレメータなどの操作、給水装置、
水質知識などである。 
 
 
8.4 水道地震対策研究会の設立とその活動 
 東日本大震災に関して、神戸大学と兵庫県南部地域の水道事業体は独立して
さまざまな活動を展開したが、2011 年９月に、神戸大学の呼びかけにより、東
北の水道支援にかかわった近隣の水道関係者有志が集結し、知見を交換しつつ
情報を共有し、地元兵庫の水道の津波対策、液状化対策に役立てていく研究会
（「水道地震対策研究会」）が設立された。研究会は翌 10 月以降、関連する講演
会＆パネルディスカッションを含めて計 7 回開催された。 
東日本大震災において発生した水道の被害状況、その給水・復旧支援の実際を
踏まえ、いくつかの教訓と対策を、支援した側の事業体（兵庫県南部地域）に
具体的にあてはめて考えておく必要がある。また災害時にあっては、地域全体
として対応することも必要であり、既存の兵庫県の相互応援協定の枠組みをよ
り効果的に活用していくために、何が必要であるか検討することも必要である。
この研究会は、副次的効果として、兵庫県南部地域の水道事業者間の人的ネッ
トワークの形成にも寄与しており、技術情報の交換やその継承にも役立ってい
る。自治体における職員数の削減は今後とも進行していくことが予想されるた
め、今回のような大学を核とした地域連携のネットワークは、維持・継承して
いくことが重要であると認識されるようになった。 
 
 
8.5 兵庫県南部地域において考慮すべき教訓 
兵庫県南部地域は大阪湾に面し、海洋型地震に際して津波の被害も想定されて
いる。しかしながら阪神・淡路大震災以降、各事業体が耐震化計画を進めてい
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く上で津波に対する配慮は十分にされているとはいえない。また、液状化によ
る管網レベルの配水管被害、強震動による幹線被害、津波による水管橋被害お
よび電源喪失の事態発生を対象に、既存施設・システムに対する影響を検討し、
必要であれば現行の耐震化計画見直しを行う必要がある。 
再掲になるが、今一度、見直しポイントを列挙すると 
① 河口部における橋梁添架の水管橋の洗い出し、断絶した場合の影響、バッ
クアップの方法を検討する。 
② 海岸近くに位置するポンプ場など電気設備を擁する施設とそのバックアッ
プを検討する。 
③ 電源喪失した場合、短期・長期に分けた影響評価と対策、配水池・トンネ
ル・浄水場の有効活用を検討する。 
④ 旧地形との照合による配水管被害の多発予想箇所の洗い出し、耐震管によ
る改善を進める。 
⑤ 有効に機能する連絡管の設置場所はないか。 
兵庫県南部地域では、阪神水道企業団が芦屋・尼崎・西宮・神戸の４市に、兵
庫県用水供給事業（県営水道）が神戸など 17 市５町１企業団に水道用水を供給
しており、この２大用水供給事業によって最大約 160 万m３／日の供給が可能で
ある。特に阪神水道は阪神間 250 万市民が必要とする水量の 8 割を供給してい
る。なお、図 8-1 には、阪神水道と県営水道の受水団体のうち、神戸市と密接
な関係を有する水道事業との関係を図化した。各市の水道事業（末端水道事業）
は用水供給からの受水と自己水源からの供給を組み合わせて安定給水を図って
おり、用水供給事業の供給停止は各市の給水継続に大きな影響を与える。特に
阪神水道は供給量が多く、受水各市の水源水量に占める比率が高いため、その
影響は極めて大きい。一方で、用水供給事業は末端事業者間の受水量を調整す
ることで災害時の被害軽減に貢献する可能性も持っている。すなわち各市水道
事業が自己水源を最大限活用し、生じる余力を受水量の減に反映できれば、用
水供給事業は水源不足の末端水道事業により多くの水量を供給できる。このよ
うな調整が有効に機能すれば地域全体の安定供給に大きく寄与すると思われる。
阪神水道と県営水道の両方を受水している事業体（神戸・尼崎・西宮）でも同
じように自己水源を活用して、水量調整の幅を増やすことで地域全体に恩恵を
与えることができる。各事業体および地域においては、域内連絡、隣接間連絡、
広域連絡などバックアップルートを活用するノウハウ開発の研究推進、協定な
どの手続き、その利用方法への習熟を訓練やその他の活動を通じて普段から連
携を強めていく必要がある。 
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8.6 得られた教訓と今後の方策 
ここでは、本研究会の成果として、被害調査から得られた事項、被災地支援に
関する教訓、兵庫県南部地域への反映、南海・東南海地震への対応、その他の
課題に分けて必要事項を列挙する。 
 
【被害調査から】 
① 液状化地域では、管路被害集中箇所が存在し、旧地盤と照合することである
程度予測が可能である。この点から管路の見直しが必要である。 
② 強震動地域では、大口径管の被災、重要構造物の被災が大きな影響を与えて
おり、個別施設の耐震化・二重化、下流側でのバックアップルート確保が重
要である。 
③ 津波に関しては、水源の塩水化、電源喪失、河口部水管橋の流失が問題であ
る。それぞれについて検討の必要がある。 
 
【被災地支援に関する教訓】 
①  初動については先遣隊と救援隊を独立して運用し、日水協本部や他支部と調
整した後、実際の支援場所に入るようにすること。 
②  先遣隊は情報発信されていない地域を重視する必要がある。 
③  支援は通常時から情報交換している県支部・県内ブロック単位での活動が効
果的である。 
④  支援が長期化した場合、連合チームでの対応が有効であり、給水車・資材利
用に関する取り決めが必要である。 
⑤  給水については、ルートマップ整備、給水先リストなど引き継ぎ資料を統一
化しておくことが有効である。 
⑥  給水方法は、受水タンクの活用、ポンプ車とそれ以外の使い分け、給水バッ
グの配達、ポリタンクの無人受付（並べてもらう）、給水栓設置など複数の
方法を状況に応じて使い分けることが必要である。 
⑦  復旧支援については、資材不足、専門家不足、ノウハウ不足が想定されるた
め、支援内容を支援側が決めつけない態度が必要である。求められれば、配
水池洗浄から家庭給水栓での通水までをおこなうことで被災事業体の負担
を軽減できる。 
⑧  沿岸部で支援する場合、後方支援基地の存在は重要であり、できるだけ通常
の生活ができ、物資調達に便利な都市を選定する必要がある。 
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【兵庫県南部地域への反映】 
① 管路被害の集中地域となりうる場所の特定と当該地区の管路耐震化をおこ
なう。 
② 強震動対策として、重要構造物に対する耐震性評価と対策を実施する。 
③ 大口径管や重要管路に対するバックアップを検討する。 
④ 用水供給を中心とした広域連絡管、隣接市間を結ぶ隣接連絡管の機能・能
力・利用方法などを今一度見直し、必要であればさらに充実させていく必要
がある。 
【被害調査】 
１．情報のない地域は「自ら情報発信できないほど甚大な被害」があると心得よ！ 
２．旧地形から管路被害集中が想定される地区を把握し、事前に耐震化を進めよ！  
【応急給水】 
３．応急給水業務にあたっては、受水槽または仮設タンクを活用せよ！  
（時間のかかる個別給水はできるだけしない。バルーンなどを持参のこと。）  
４．給水定点に名前を記入したポリタンクを置き、各自持ち帰ってもらう！  
（巡回ルートと訪問時間をできるだけ固定。行列の秩序が守られる地域が前提。） 
【長期支援】 
５．支援が長期化する場合、県単位、地区ブロック単位での混成部隊での支援が
有効！（ルートマップと給水先リスト（タンク容量、予定時間など）を引き継ぎする。） 
【応急復旧】 
６．復旧に関しては給水先の通水確認までが「支援」と心得よ！  
（このため被災地の要望に基づき何でも対応すること！ たとえば配水池洗浄、
ポンプ修理などから各家庭での給水管工事まで）  
【用水供給の停止】 
７．用水供給事業のみを水源としている場合は、他地区・他市町からのバックア
ップが必要！  
（水源の複数化は常に考慮しておく必要がある。連絡管システムの充実を図る。）  
【大津波への対処】 
８．県南部の水道事業者は、河口部の水管橋、電源喪失についてのリスク確認な
どが必要！  
９．相互応援の視点から、南海・東南海地震に備えての対処方針の検討が必要！  
（淡路島の水道システムの状況、先遣調査、後方支援基地など）  
表 8-1 東日本大震災の教訓と今後の震災対応 
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【南海・東南海地震に備えた対応】 
① 淡路島南部を中心に淡路広域水道に関する水道システム上の課題の共通認
識および対策の検討が必要である。 
② 兵庫県を中心とした協議会などの組織化、できれば基金などを創設する。 
③ 後方支援基地の場所選定と役割を検討する。 
④ 支援に当たり、PET ボトルや沢水などを含めた水の総合的供給による被災者
の生活の質の維持方法を検討する。 
これらの知見から、東日本大震災の教訓と今後の震災対応について考慮すべき
事項（表 8-1）をとりまとめたが、これは後にいくつかの修正を経て「東日本大
震災の教訓を活かす ～水道地震対策研究会からの提言」として報告書に掲載
された。 
 
 
8.7 複合災害のメカニズムから見た水道被害の発生 
東日本大震災による水道被害は原因別に地震動・液状化・津波の３つに分類で
きると述べてきた。しかし、これら事象は並列に議論できるものであろうか。
地震が発生すると、強震動そのものにより管路・構造物が破壊され、同時に液
状化・津波を引き起こす。液状化はその位置において地盤の変動が管路被害を
もたらす。また、津波は震源が海上である場合に海面が持ち上げられ、その波
が沿岸部に向かって押し寄せることで被害が発生する。まず液状化が起こり、
津波も同時に発生するものの到達時間の関係から遅れて被害をもたらす。 
地震とその関連災害は、このように時間遅れを生じつつ、水道システムに強振
動と同種あるいは全く異なる種類の被害が生じさせる。これらを原因とする水
道被害もあいまって被害が増幅されていくが、このようなプロセスを詳細に分
析することで、被害拡大防止のヒントが隠されていることも考えられる。ここ
では、被害をもたらす事象の連鎖(Cascading Effects)とそれに伴う水道の被災を
定性的に整理し、今後における研究の出発点としたい 7)。 
 
（1）物理的被害の発生から機能被害へ 
地震そのものの振動によって管体に無理な力がかかり管路破損、あるいはウォ
ーターハンマーなどでも管体被害が発生する。さらに地すべり・段差など地盤
変位への追随ができないことで継手離脱が生じる。浄水場や配水池などの構造
物では、コンクリートに割れを生じ、水槽からの水漏れ、電気・機械設備の破
損などで、浄水機能が失われたりする。 
液状化に関しては、側方流動などでの継手離脱、貯水槽の浮き上がり、管路の
101 
 
不陸が生じ水中の空気が集まりエアーだまりとなって通水断面が減少する。 
津波は、河口部において波による橋梁と水管橋の流失をもたらし、水源が浅井
戸の場合、井戸の塩水化・濁水化をもたらす。また、電気・機械設備が海水を
被ることで、電気系統が機能しなくなり、計測・通信や制御など現代水道の中
枢的なシステムに被害をもたらす。 
管路と構造物の破損は水道システムの物理的な被害であるが、これらは断水ま
たは漏水となって市民の生活支障や都市活動の停滞につながる。また漏水は量
によっては道路陥没や地すべりを誘発し、さらなる別の被害につながっていく。
さらに津波によりガレキが都市を覆うことで、埋設管やその他設備の位置が不
明になり、その位置確認や泥の排出などの作業が設備そのものの復旧、ひいて
は水道機能回復の遅れにつながった。 
 
 
（2）事象の連鎖の相互関係 
このような地震事象の連鎖とそれに伴う具体的な水道物理被害、その結果とし
ての水道機能被害の関係を図 8-12 に示す。図から津波がなければ三陸沿岸の水
図 8-12．水道に関する被害発生の連鎖 
時間  
【機能的被害】 
末端事業への供給
不能（水源喪失） 
浄水施設が機能
停止 
断水・漏水 
断水・漏水 
送水不全 
【物理的被害】 
用水供給管路破損 
幹線の管路事故 
管路破損 
管路破損 
管路破損 
浮き上がり、
不同沈下 
電気系統破損 
井戸の塩水化 
地震発生 強地震動 
液状化 
津波  
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道被害は大きいものではなく、部分的な補修で済んだことが推察される。また、
液状化地帯にあっては、旧地形から液状化発生がある程度予測できることから、
管路の耐震化など事前の対策が重要であると読むことができる。 
水道の複合被害について、地震を出発点とする事象の連鎖としてとらえ、その
相互関係を分析していく手法を提案した。今後、これらを因子間の関係として
定式化し、物理被害の連鎖から機能被害への影響を明らかにするとともに、復
旧にあたっての方針決定および水道施設の減災に対する合理的な考え方を確立
していくことが望まれる。 
 
 
8.8 結語 ～兵庫県の技術連携 
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を契機に、南海・東南海地震が発生した場合、
兵庫県南部地域での強振動・液状化以外に、津波が発生した場合の対策を事前
に検討しておくことが重要になっている。 
兵庫県では日本水道協会兵庫県支部が中心となって、県内の技術連携に関する
取り組みが動き出している 8)。これは、表 8-2 に示すように情報・施設・育成・
危機管理の４つのネットワークから構成され、それぞれのネットワークでリー
ダーとサブリーダーとなる水道事業者を定めて活動していく内容になっている。 
背景には水道の技術職員数が減少するのに対応して、支部全体で技術継承や研
修の機会を確保し、危機には県内の水道事業者が連携して対応していこうとす
る意図がある。すでに平成 24 年 11 月には危機管理ネットワークと人材育成ネ
ットワークの合同で水道地震対策研究会の報告会を実施し、翌年の平成 25 年 1
月には県内レベルで情報伝達訓練が実施された。今後、さまざまな連携強化メ
ニューが考案されることが期待される。 
表 8-3 には「水道地震対策研究会」における議論を踏まえ、津波対策として検
討しておくべき事項をまとめた。今後、各事業体はこれらのテーマを検討し、
この地域における津波対策の見直し進める必要がある。さらに、ネットワーク
活動を通じて、兵庫県における人的ネットワークが構築され、それらを総合す
る形で実務的な耐震対策が進んでいくことが期待される。 
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表 8-2 兵庫県における水道事業の技術連携（2014.1 現在） 
ネットワーク（部会） リーダー 連携内容 
サブリーダー 
 
情報ネットワーク 
神戸市 情報収集・発信の窓口 
支部ホームページの運用 
情報交換の企画・運営 
三木市 
施設ネットワーク 尼崎市  施設連携の窓口 
連携事項の整理・調整 丹波市 
育成ネットワーク 姫路市 人材育成・研修の窓口 
研修情報の配布 神戸市 
 
危機管理ネットワーク 
兵庫県 危機管理全般の窓口 
災害時の調整 
訓練・研修の実施 
情報交換の企画・運営 
支部長市 
 
 
表 8-3 兵庫県下での津波対策の留意点 
項 目 内 容 
用水供給の影響緩和と水量調整 用水供給の依存率が高い（どう緩和するか） 
水量調整機能の活用 
河口部の水管橋や通過管路の維持 バックアップの確保 
拠点病院などに供給しつつ他地区へ給水 
停電対策 浄水施設での機能維持 
長距離送水（拠点ポンプ場が鍵） 
その他、地域での揚水 
塩水化による取水停止 一時的な送水停止への対応（貯水） 
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第９章  水道耐震化の普遍的要素と理念に関する考察 
 
 
9.1 はじめに 
 序論において述べたように、「水道」という分野で特定の災害について「復興計画」
が立てられた例は、阪神・淡路以前にはなく、「災害復旧」1)という枠組みで、いち早く
従前の機能を回復することに力点が置かれた。また水道整備には莫大な費用がかかるた
め、「水道施設の耐震工法」2)により別途、長期計画に沿って財政とのバランスをはかっ
て耐震化を進めていくのが一般的であった。 
 その意味で、「神戸市水道耐震化指針」3)は明確な形で復興の理念を掲げ、計画目標を
示し、かつその当時の社会的要請を受けて策定された初めて復興計画であり、個別の災
害から 18年経過後もその理念が継承されている点で画期的といえる。 
 しかしながら、東日本大震災の被災地をみると、神戸における耐震化計画の概念がそ
のまま適用できるものか、再検討すべき点もある。ここでは、阪神・淡路以降に盛り込
まれた概念を集約し、普遍的な水道耐震化に必要な理念について考察する。図 9-1 に本
章で取り上げたい指針と基本計画に対する外部からの影響について概念図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
神戸らしさ 
（自然・社会条件） 
市民の視点 
耐震化指針 
耐震化基本計画 
（1995.7） 
震災から 20 年へ 
（2015.1） 
耐震化の普遍的事項
（概念、要素） 
神戸水道ビジョン 2017
に取り込み（2009.7） 
人口減、需要減少 
環境、事業継続、 
国の水道ビジョン 
持続・事業継続 
アセット、受援計画 
実現しなかった施策（必要性、代替性） 
・ 第２親局 
・ 市街地西神連絡 
図 9-1 神戸市水道の耐震化計画を中心に見た理念の変遷 
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9.2 神戸市における水道耐震化の理念の変遷 
 神戸市では、国による水道ビジョン策定を受け、地域水道ビジョンとして『神戸水道
ビジョン 2017』4)を 2008 年に策定した。これは、水道事業の持続などを地域の問題と
してとらえ、水道事業を取り巻く情勢を認識して将来像を示すものであった。この中で、
「水道耐震化」は安定給水を保障する手段として組み込まれており、『水道施設耐震化
基本計画』の考え方と施策整備の継続を前提としたものである。ここでは、第３章、第
４章に示した復興計画の策定過程と評価・検証を踏まえ、神戸水道ビジョンの内容との
理念の変遷を整理する。 
まず表 9-1には、阪神・淡路大震災を契機として取り入れられた概念・理念を示した。
これらを取り込んで「復興の素案」がまとめられ、耐震化指針・計画が策定された。 
表 9-2 には、「復興の素案」から「耐震化指針・計画」、そして神戸水道ビジョンに至
る基本理念の変化を示した。さらに表 9-3には、しだいに重視されるようになってきた
ソフト施策について取り入れられた概念が多様化していく状況を見ることができる。 
 表 9-2、9-3 からわかることは、社会の複雑化を背景に計画策定時に考慮すべき概念
が増加してきており、同時に「施設の耐震化」だけで水道の耐震化を考えるのではなく、
それを活用するためのソフト施策を進めることで、水道というシステムの限界を理解し、
一方で活用するしくみを構築していくことが重要になってきていることである。 
以前、水道は公営企業であり、その存続は当然のこととして、料金値上げとの関連で
長期計画を立案し、体質改善を図っていくことが求められていた。また水道の役割も「飲
料水の供給」を中心に考えればよかったのが、都市における唯一の水供給インフラとし
て、消防という社会の物理的な安全性確保、産業の持続性、生活環境の保全など多様な
役割を担わされることとなってきている。さらに水道事業の「企業性」が高まるにつれ、
経営の持続性、災害時の事業継続などがアセットマネジメントとともに重要視されるよ
うになってきた。 
 以上のように、社会の成熟度が増すにつれて「水道耐震化」に求められる概念も多様
になってきている。 
 
表 9-1 阪神・淡路大震災を契機として取り入れられた概念・理念 
特徴 有効性・必要性 
DIP で継手の抜けが多発 
長期化すると生活用水 
神戸らしさが影響（地形、アクセス） 
市民の視点に立つ（情報開示） 
住民との対話（Risk Communication） 
海からの支援（水運搬の可能性） 
耐震継手（事故なし）は有効 
情報システムは有効 
相互応援（ルールは必要）が必要 
必要な場所・量の優先順位 
水道に対する理解の促進 
アクセスの多様性確保 
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表 9-2 復興の素案、耐震化指針・計画から神戸水道ビジョンへ 
 基本理念 事業内容 
 
 
 
復興の素案 
（1995.2） 
１． 耐震化 
（構造物、管路、給水管） 
２． 危険分散 
（二系統化、相互連絡と広域
バックアップ） 
３． 早期復旧 
（維持管理システム） 
・ 広域幹線の設置 
・ 耐震管の採用 
・ 緊急用水貯留システム 
・ 消防水利の整備 
・ 管路の耐震化 
・ 構造材質の強化 
 
 3 か年の震災復興計画と中長
期の耐震化計画で実施 
 
 
 
耐震化指針 
耐震化基本計画 
（1995.7） 
１． 「市民が安心できる耐震水
道へ」 
２． 災害に強く、早期復旧が可
能な水道 
３． ５つの計画目標 
４． 整備項目の仕分け 
（短期・中長期） 
・基幹施設 
・緊急貯留システム 
・管路・水管橋の強化 
・広域バックアップ施設 
・管理運用システムの充実 
 個別に事業計画を立てて実
施に移していく 
 
 
 
 
神戸水道ビジョン
2017（2009.7） 
「快適な市民生活を支え、これ
からも満足いただける水道」 
・安心 
・安定 
・満足度 
・持続 
・環境 
・新たな展開（連携、国際） 
 
・水質管理 
・緊急貯留システム・大容量
送水管・管路の耐震化 
・経年化対策 
・広報・広聴 
・持続可能性 
・水の有効利用、市民・地域
との連携、社会貢献、国際的
視野 
 中期経営目標 2011、2015 を
アクションプランとして実
施していく 
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表 9-3 ソフト施策の記述に関する比較 
 当初から考慮されたソフト施策 新たな概念 
復興の素案 
（1995.2） 
・管路情報の総合的把握 
・給水拠点の配置 
・災害時の給水方法 
 
 
 
 
 
 
耐震化指針 
耐震化基本計画 
（1995.7） 
・災害対策本部のバックアップ 
・職員行動マニュアルの整備 
・応援受け入れマニュアル、連絡員や中継
基地の考慮 
・資機材の規格統一 
・他都市・他ライフラインとのネットワー
ク 
・消防との連携 
・ブロックシステムの構築 
・幹線バルブの設置 
・コンピュータシステムの災害対策 
・管網内でのモニタリングシステム 
・マッピングを利用した支援システム 
・広報（平常時、災害時） 
・復旧経過に応じた応急
給水 
・システムの耐震化 
・その他（再構築） 
 
 
 
 
 
 
神戸水道ビジョ
ン 2017 
（2009.7） 
①安心 
（水質管理の強化） 
②安定 
（危機管理体制の強化） 
③満足度 
（広聴広報の充実、利便性向上（インタ
ーネット活用等）） 
④持続 
（事業継続、組織と人づくり） 
⑤環境 
（水源保全、CO2削減、循環型社会） 
⑥新たな展開 
（水の新たな使い道の開発、市民との協
働・地域との連携、社会貢献、国際化へ
の取り組み） 
・持続、環境、新たな展
開（国際など） 
・事業継続 
・水安全計画 
・アセットマネジメント 
・市民との連携 
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 一方、1995 年の耐震化指針・計画で掲げられていたが、その後実現していない施策
として、テレメータの第２親局設置および市街地・西神連絡施設がある。これらはコン
ピュータのシステムダウン対策や地域間の連絡という意味合いから考えて重要性が減
じた訳ではないが、財政上の理由から別の手段での機能代替（バックアップ）を再検討
させられたものである。 
 また、第７章において述べたように『兵庫県南部地域広域的水道整備計画』5)では、
基本方針のなかに「市民の視点に立った水道づくり」が掲げられているが、これは神戸
市の耐震化計画を反映したものであり、市民目線からの検証の必要性が述べられている。  
ただ県という立場から、個別の水道事業に求める「耐震化」の共通事項と広域的な視点
での施設整備（連絡、連携）が示されている。 
 ここまで、神戸市と兵庫県における「水道耐震化」を構成する概念を見てきた。次に
その後の災害から、復興計画との関係や追加された理念などを概観する。 
 
表 9-4 兵庫県南部地域広域的水道整備計画の主要項目と内容 
項 目 内 容 
１．基本方針 
（施設整備・維持管理・経営計画） 
災害時における水道水の確保、理解を得ての整
備、料金格差是正、 
２．根幹的施設の配置 
（安定した水供給体制の確立、水利用
の広域化） 
小規模水道の統合、未普及解消 
行政域を越えた水道事業の統合 
 
３．安心できる水道の整備 
 
水道施設の耐震化（基幹施設、管路、給水） 
連携機能の強化（広域・隣接の連絡管） 
災害時の広域的相互応援体制の確立 
４．市民の視点に立った水道づくり 積極的な情報公開と適切な広報 
事業者と需要者のパートナーシップの強化 
サービスの質とコスト負担（料金） 
健全な水循環（「水の文化」の創生） 
 
 
9.3 その後の災害による復興計画と水道耐震化の理念 
 2000 年 10 月には鳥取県西部地震が発生し米子市6)に被害を生じたが、断水は 5 日で
解消している。2004 年 10 月には台風 23 号により洲本市・豊岡市が被災したが、水道
に大きな被害はなく、周辺市町の応援を得て短期間で復旧している。このような災害で
は、個別の復興計画が策定されることはなく、長期計画を推進するなかで耐震化が図ら
れている。引き続いて発生した中越地震、2008 年の中越沖地震などでも長岡市・柏崎
市で市の復興計画は策定されているが、水道の記述は少ない。調査結果8),9),10),11),12),13),14)
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を表 9-5に示す。 
 2011 年 3 月の東日本大震災に関する復興計画も、高台移転を含む都市計画と産業復
興に関する記述が主体となり、街づくりを後追いする形で水道の計画（耐震化）が立て
られるため、水道に関する記述は少ない。岩手県大槌町7)については、水道の復興計画
に関し神戸市の支援を受けた。表 9-6に内容を示すとおり、実際の被害・復旧状況を踏
まえ「災害に備え、持続可能な水道づくり」を掲げ、基本方針を実現するため「水道シ
ステムの再構築」と「ソフト化施策の強化」として施設改良、コンパクト化、震災経験
の継承を進めるとしている。この流れは、神戸市の耐震化指針・計画の考え方に沿った
ものとなっている。しかしながら、この震災では、津波による都市施設・産業施設の破
壊が大きく影響しており、沿岸部については街づくりからのスタートであり、水道シス
テムの整備は街づくりに追随して動き出すことになると予想される。 
 
表 9-5 被災市町の復興計画における「水道」の記述 
都市名 災害 計画等での記述内容 
米子市 鳥取県西部地震 
（2000.10.6） 
・一部液状化により管路被害が多数発生。応援も得て
概ね 5日で復旧。（HP より） 
 
長岡市 
 
 
中越地震 
（2004.10.23） 
・長岡市復興計画8)（2005.8）：上水道の整備方針 
山古志地域水道の復旧 
水道施設の計画的更新・耐震化・危機管理体制 
経営効率化・省エネルギー設備の導入 
柏崎市 
 
中越沖地震 
（2007.7.16） 
・さらなる未来へ9)（柏崎市震災復興計画、2010.3） 
上下水道は被災箇所の本復旧を最優先とする 
・柏崎市公営企業中期経営計画 201210)（2012.3） 
耐震化計画を策定（計画的な更新化、ソフト対策） 
仙台市  
 
 
 
東日本大震災 
（2011.3.11） 
・仙台市水道復旧の記録11)（2012.6） 
  被害集計と復旧状況の分析、検証作業 
（配水ブロック・広域水道、応急給水、マニュアル） 
・事業概要（2013）12)では、「震災対策推進事業」 
南三陸町 震災復興計画「絆」13)（ライフラインの早期復旧、災
害時も寸断しないように強化を図る。） 
気仙沼市 震災復興計画「海と生きる」14)（地盤沈下地区を除い
た復旧、都市計画に合わせ耐震化し、災害に強いライ
フラインの整備をおこなう） 
陸前高田市 ロードマップ15)（水道水源・施設の整備事業 2013～） 
大槌町 水道施設復興基本計画7)（表 9-6参照） 
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 これまで災害を受けた各都市の復興（耐震化）計画などから、水道整備の方針として
「耐震化」がどのように記述されているかを見てきた。大都市である神戸市は 155万人
の人口を擁し、過疎地もその中に吸収できる状況にある。しかし、過疎地だけから構成
される沿岸部や山間部の水道では「耐震化」を考える視点も当然変わってくる。 
表 9-7には阪神・淡路大震災以降の自然災害から、災害の特徴と有効と判断される施
策をあげ、取り込むべき耐震化の事項を整理した。 
 
表 9-7 過去の災害対応から有効性が示された施策 
災害名称 災害の特徴 有効な施策 
平成 16 年台風 23号 
（洲本・豊岡） 
水害（道路・家が泥に埋没） 
消防団が消火栓使用（清掃） 
相互応援は有効 
 
佐用水害 水害（主に浄水場の電気・機
械設備などが被災） 
県内相互応援 
中越沖地震 自衛隊の給水活動 
サプライチェーンの断絶 
（産業の維持上重要） 
校庭での風呂の提供（自衛隊） 
企業間の応援 
 
東
日
本
大
震
災 
 
 
岩手県・宮城県 
（三陸海岸） 
津波による破壊 
地形・交通網（アクセス） 
通信手段の途絶・燃料不足 
人口減少・産業衰退 
海からのアプローチ 
全国的な支援体制 
茨城県・千葉県 液状化地帯 旧地形から判別可（事前対策） 
耐震管で対応可 
宮城県（内陸部） 強震動地帯 水管橋などの設計見直し 
広域水道の耐震化（影響大） 
表 9-6 大槌町水道施設復興基本計画 
項 目 内 容 
基本方針 
「災害に備え、持続可能な水道
づくり」 
・送配水施設の再編、配水管網の改良、耐震化施策の
充実、ソフト施策の強化 
・災害時の水の届け方の想定 
水道システムの再構築 
 
地震・津波対策の強化 
水道システムの改良、施設のコンパクト化 
経年化施設の更新・耐震化 
ソフト施策の強化 
 
震災経験の継承、地域防災力の向上、広域災害での危
機管理体制の確立（住民主体の応急給水活動） 
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9.4 わが国における水道耐震化の方策 
 水道耐震化について、技術的な対処方法はこれまでの「水道施設の耐震工法」16)の改
訂を重ねて確立されてきている。しかし、財政的な面からの制約により実施が進んでい
ない状況にある。この状況について、日本水道協会では事業者へのアンケート調査を実
施し、耐震化を阻む要因を明らかにし、耐震化実施に関して計画策定の考え方、技術・
工法、関係者に対する理解の促進方策などが整理されており、「水道耐震化」の現状認
識のための総合的資料17)といえる。またこれを受けて、厚生労働省を中心に「耐震化推
進キャンペーン」が始められ、社会の見方を変える努力が払われている。 
水道耐震化の技術的な方策については、上記の日本水道協会の報告書でも、埋設管路、
線状構造物（トンネル、ボックスカルバート）、池状構造物（配水池、浄水場）、水管橋・
水路橋、機械・電気設備に分けて記述されている。個別施設の耐震設計はこれに基づく
として、表 9-8には災害の現象面から見た水道の耐震化方策をとりまとめた。これまで
の知見や経験を総合すると長期的な耐震化計画として再構築していくべきである。 
また災害はいつ何時発生するかもしれないため、表 9-9 に緊急時に必要な対応策を示
した。これらはこれまで述べられてきた概念であり、普遍性があることを示していると
いえる。 
 
表 9-8 被害原因に対応した水道耐震化の方法 
被害を生じる現象 対処方法 備考 
地震動 （構造物）地盤の選定 
（管路）耐震継手 
設計時に考慮 
更新時に考慮、優先順位 
液状化 （管路）旧地形の把握と耐震継手化 
 
対象範囲の検討 
津波 被害想定区域へのバックアップ 給水停止の範囲 
その他（共通） 配水のブロック化 
施設の複数化 
連絡管、広域水道との連携 
耐震化優先順位の決定 
再構築として実施 
 
表 9-9 緊急対応の方策 
緊急対応 留意事項 備考 
応急給水 応急給水設備の使用 
住民との連携（活動、広報） 
相互応援協定 
応援隊・ボランティアの活用 
応急復旧 クリティカルになる箇所の特定 
被害箇所数の推定 
バックアップ可否の検討 
復旧応援隊の活用 
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9.5 海外における水道耐震化 
（1） サンフランシスコ湾岸東部地区上下水道企業団（EBMUD, East Bay Municipal 
Utility District） 
 EBMUDはサンフランシスコ湾東部沿岸の諸都市において、上水道 120 万人と下水道
60 万人に対するサービスを提供する公共団体である。区域内には 3 本の活断層が通過
し、1989 年のLoma Prieta地震以降、耐震診断を実施し、10 年間（1995～2004）、189 百
万ドル（約 189 億円）にわたる耐震対策事業18)（SIP, Seismic Improvement Program）を
計画し実施してきた。最終的には 2006 年に予定された計画を終了している。この事業
の目的は重大な水道被害を最小化するとともに、次の 4 つの理念を掲げている。 
① 生命の安全確保：EBMUD 施設の崩壊による死傷者の防止 
② 水質と公衆衛生：すべての給水は浄水処理されたものであること 
③ 消防活動：すべての地区で消火用水が得られること 
④ 顧客サービス：地震から 10 日以内に 70％の給水確保をおこなうこと 
 主なプロジェクトは管路やトンネル(Claremont Tunnel)の断層横断箇所の強化と対策
施設、リダンダンシーとしての南回り幹線（Southern Loop）である。 
EBMUD では、2006 年以降。SIP 終了後の耐震化プロジェクトとして、緊急対応マニ
ュアルや BCM（Business Continuity Management）に関る計画の策定などに重点を移して
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 9-2 トンネルの断層横断箇所と南回り幹線ループ 18)（著者記入） 
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（2） ロサンゼルス市水道電気局（LADWP, Los Angeles Department of Water and Power） 
LADWP19),20)は 1971 年のSan Fernando地震、1994 年のNorthridge地震でダムの決壊な
ど被害を受けた。そのため水道の耐震化には多くのエネルギーを割いてシステムづくり
を進めてきた。主にダム堤体の改良や基幹管路などの個別施設の耐震化と危機管理体制
の構築に力を注いでいる。図 9-4 には、Northridge地震の被災箇所とこれに基づく最適
復旧戦略の検討モデルの構成事例を示す。 
 
図 9-3 基幹管路の断層横断箇所 
図 9-4 LADWP の Northridge 地震の被害箇所（左）と最適復旧を検討する配水区域モデル 20) 
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（3） Christchurch市（SCIRT, Stronger Christchurch Infrastructure Rebuild Team) 
2011 年 2 月 22 日に発生したクライストチャーチ地震では、液状化により水道・下水
の管路に大きな被害を受けた。これに対して、市当局と政府はインフラ復興庁
（SCIRT）21),22)を設立し、雨水管・汚水管・水道管の埋設管路の修復と道路の復興を 5
年間で実施することとしている。復興に際してジオテキスタイルを用いた液状化対策工
を施し、ポリエチレン管などの合成管を採用しており、GISにより優先順位を定めて実
施に移している。（図 9-5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9.6 水道耐震化計画に求められる普遍的要素と理念 
（1）水道耐震化の普遍的要素 
第４章において神戸市水道施設耐震化基本計画に盛り込まれた理念を「評価の視点」
から検証した。ここでは、この検証から発展して大規模な水道事業が大規模災害に会っ
た際、復興（耐震化）計画策定時に考慮すべき視点を列挙してみる。 
a) 復興計画の意義：どのような水道を目指すか？ 
方向性について市民と職員の合意がされ、資金的な裏付けをもって事業推進を行うと
表明されるところに大きな意義がある。職員の士気も高めることができる。 
b）復興計画の理念の確立方法 
対象都市の特徴を反映したものであること。時代的な要請を反映したものであること。
実現可能なものであること。計画達成時の目標が明示されていること。 
図 9-5 ジオテキスタイルを用いた管路の液状化対策（NZ－SD344） 
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c）盛り込むべき基本事項 
復興の理念、計画目標、事業計画（全体）については記述しておく必要がある。 
d）災害時の応援受け入れ，周辺事業体との協力 
水道事業者は合理化を迫られ、資金・人員ともに余裕ある状態ではなくなっている。
このような時代にあっては、災害時の相互応援は当然に期待すべきであり、そのための
事項を盛り込むべきである。 
e）復興計画の実施方法 
施設ごとに示した個別の事業計画（短期、中期、長期）、資金計画（基金、起債、国庫
補助）などを明示する必要がある。 
f）実施途中での概念の追加 
時間経過に伴い社会環境が変化することは想定しておく必要がある。今回は、「環境」
「再構築」などの概念が追加された。 
g）長期間にわたり実施していくための方策 
適切な管理指標の設定とその監視が必要である。場合により、見直しや目標の修正を
おこない、事業進捗を調整する必要がある。なお、市民向けに耐震性が向上していくこ
とを実感できる指標の開発が必要である。 
 
（2）耐震化計画の理念 
 実際に災害に遭遇した各水道事業が、水道耐震化にどのように対処してきたか、国内
外について検証してきた。ここでは、水道耐震化に普遍性があると思われる理念を、一
般的側面、技術的側面、その他留意点に分類整理する。 
【一般的側面】 
① 被害の客観的な評価→弱点の把握 
② 自然的条件 →地形・気候、 
③ 社会的条件の認識 →人口動向・産業動向 
④ 災害後のまちづくり（高台移転） 
⑤ 環境、ＣＯ２削減などの要素 
【技術的側面】 
① 水道耐震化には、新潟地震以来、ブロック化、ループ化の概念が取り上げられて
きた。長期的な施設整備のなかで再構築が進み、その考え方は定着している。 
② 給水を継続する区域、できない区域の判断 
③ 適切な運営形態・使用材料の選択 →いずれにしても Value for Moneyの実現 
④ 情報システムの活用 
【最近の社会情勢から見た留意点】 
① 過疎地におけるシステムの持続・向上は可能か？ 
② 多角的に見てバランスがとれていること 
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③ 持続または撤退が可能であること 
④ 今後、追加を求められる新しい概念を柔軟に取り込むことができること 
⑤ 実施可能であり、妥当性があること 
以上の事項は、復興計画としての水道耐震化計画を策定するにあたっての手順と留意点
を示しているが、表 9-10には総合的に見て水道耐震化に必要な視点を掲げた。 
 
表 9-10 復興計画で考慮すべき理念 
事業継続 
（持続性） 
・街の将来見通し、人口減少、限界集落の扱い（給水区域の縮小） 
・相互応援協定・訓練（早期復旧） 
設備の耐震化 ・更新に合わせた材料品質向上 
・バックアップのしくみ（各レベルでの連絡管、２系統化） 
再構築の視点 ・合理性・低コスト化の追求（ルート短縮）・・長期的取組 
緊急対応 ・応急給水用の設備、運用、住民活動 
ソフト施策 ・災害対応経験の継承（リスクコミュニケーション） 
・住民参加の給水体制（訓練、文化の創造） 
 
 
9.7 残された課題と今後の方向 
（１）残された課題 
これまで神戸市水道の復興計画を中心に、策定過程、内容、他計画との整合、対外的
な影響、新たな概念の導入、制度化された相互応援の効果、などを見てきた。また、そ
の他の事例を加味して復興計画に際しての普遍的理念を列挙してみた。しかし、以下の
項目は残された課題として留意しておく必要がある。 
① 初動体制はうまく機能するか？ 
② 相互応援は機能するか？（応援者間の調整） 
③ 応急復旧後の事業継続は可能か？ 
④ 長期的に耐震化を含むシステム再構築を推進する事業指標・有効な数値目標は設
定できるか？ 
⑤ 当面の目標年次が設定されても、将来的に検証・見直しが実施されていくか？ 
⑥ 水道利用者とのリスクコミュニケーションによる水道理解を進めているか？（防
災訓練や出前授業・トークなど） 
⑦ 都市計画（区画整理、再開発）や消防との連携は？ 
⑧ 連絡管の定量的評価および広域ネットワークの活用方法の開発（その手法・協定
などの研究） 
⑨ 地域によっては人口減少、都市の衰退など需要減少につながる要素をどの程度考
慮しておくか？ 
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（２）東日本大震災を踏まえた今後の方向 
2011 年 3月 11日に発生した東日本大震災は、非常に広域に被害が発生し、東北地方
の中心都市である仙台市も大きな被害を受けたため、阪神・淡路以降に確立された相互
応援のフレームはおおむね機能したものの初動時の動きに関しては見直し課題がある。
この点については、相互に助け合おうという精神は健在であり、この観点から自主調整
が進み、各地方支部レベルで応援調整が行われ、被災地と一体となって復旧が進められ
た。また、地震動だけでなく、液状化、津波、放射能など多様な問題に取り組まなけれ
ばならない。財政的な制約や人口減など社会情勢の見極めも必要であるが、阪神・淡路
の復興の考え方は、ある程度役に立つ教訓を与えてくれているといえよう。 
耐震化は施設整備だけでなく、事業者や市民の心構えにも大きく影響される。いつ
やって来るかもしれない災害に対して、絶えず、気を緩めず警戒を怠らないことが肝要
である。また、秩序だった応援も大切であり、災害規模によって県支部レベル、地方支
部レベル、全国レベルと動員数を増やしていくことで一気に復旧していく。 
 
 
9.8 結語 
 阪神・淡路大震災からの復興計画として、神戸市では水道の耐震化計画が策定され、18
年以上にわたり耐震化事業が継続して実施されてきた。しかし、このような事例は稀であ
り、多くの場合、国の災害復旧費の国庫補助制度23)を受けて応急仮復旧と本復旧で施設を従
前のレベルで修復し、耐震化はシステム再構築と合わせて事業運営に無理が生じないよう
に実施することが一般的である。 
復興計画は都市の将来的な発展を目指して立案するため、水道は街づくりに従属して施
設計画を立て、施設整備の中で耐震化と再構築が図られてきた。この際、長期間のうちに
生じる社会の変化に対応して、耐震化事業に取り込んでいくことも重要である。しかし、
復興計画は都市の繁栄を目指して策定するものの、現実には都市の衰退や人口減少といっ
た現実を考慮せざるを得ない場合も出てきている。 
今日、資材の材料・構造、施設の設計技術も向上し、多くの選択肢から適切な方法を選
定できる環境が整っており、技術的な側面からはメニューは出尽くしているといえる。問
題は事業実施にあたって、優先順位や資金調達の方法を考慮すること、将来的な撤退など
も可能であること、最終的には適正規模での事業継続を考慮し、それぞれの「水道耐震化」
を模索していく必要がある。 
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第１０章  結 論 ～水道耐震化のために 
 
 
本博士論文は、30年以上にわたり水道局に勤務する間に図らずも遭遇した「阪神・淡
路大震災」という大災害で水道施設にどのような被害が生じ、復興計画、耐震化事業を
いかに進めてきたか、さらに 16 年を経て発生した東日本大震災への対応と今後に予想
される東南海・南海地震への備えについて、考察を加えることをテーマとした。震災復
旧を経験した水道の実務者として、緊急対応、復興計画立案、耐震化事業を長年にわた
り進めてきたが、「はたして神戸の水道は安全になったのか？」という疑問に明確に答
えを見出したわけではない。しかし、過去の事実を史実として残し、復興（耐震化）計
画の策定とその後について考察を加えて後世に語り継ぐことは著者にとって不可欠な
伝承作業であるし、また多くの水道関係者の参考となる部分もあると考えられる。 
 
本研究論文において示した成果を取りまとめると、次のとおりである。 
まず、神戸市水道の復興計画については、当事者として策定経過を明らかにするなか
で、基本理念の構成、バックグラウンド、組み立て、周囲への影響などを明らかにした。
その後、18 年にわたる時間経過のなか、ハードの施設整備の進展、次第に重視されて
きたソフト面での対策、リスクコミュニケーションの実践などの実際を述べた。 
復旧の短縮方策については、耐震化などの復興施策がいかに効果的であるか立証する
方法として検討したものである。東灘第 2低層配水区域は最後まで復旧が残された区域
である。ここで復旧短縮ができることは、その他の地区でもより早く復旧できることを
意味する。一定のルールで耐震化し、復旧日数短縮効果を考察し、さまざまな耐震化施
策の組み合わせが大きな効果をもたらすことを示した。 
次に、1995年 1月当時のデータとして保存されているが、未だ有効に活用されていな
い地震発生時の各配水池の水量監視データをもとに、初期段階で被害規模を推定し、そ
の後の復旧計画・応援受け入れ計画に資するデータを得る方法について一つの提案をお
こなった。 
施設整備について、これまでに進められてきた神戸市内の層別連絡管システムを取り
上げ、震災後の兵庫県南部地域広域的水道整備計画における隣接・広域連絡管システム
と合わせて階層化し、管路システムを全体として体系した。総合的な視点から個々の連
絡管を階層化する中で、局所的な単体の連絡管から広域的に張り巡らせた連絡管システ
ムまで、実は壮大な「連絡管システム」を構築するものであり、ひとつの水道事業者が
最終的に構築すべき管路システムの体系を具体的に示したと考えている。また、それら
を活用することで災害時の安全性向上にも貢献できると考えている。 
2011 年 3月に発生した東日本大震災では、津波が大きな被害をもたらした。この支援
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過程で、今後予想される東南海・南海地震に際して、事前に検討しておく多くの事項が
示されている。また、地域連携によって共同で対応する方策について、その端緒を得る
キッカケともなった。この動きをさらに進めていく必要がある。 
 
阪神・淡路大震災を契機として策定された『神戸市水道耐震化指針』・『神戸市水道施
設耐震化基本計画』は、水道システムの耐震化を目標とした初めての復興計画であった。
この計画はその後の継続した予算確保に活用され、システムの再構築につながった、と
いう点で成功事例であるといえよう。シンプルで柔軟な計画であったこと、社会の変化
を取り入れていくことができたこと、耐震化に絞った計画であったため、その後の総合
的な事業計画の一部（下位計画）として生き残ってきたこと、などが長続きした要因で
ある。しかし、東日本大震災の被災地の水道は機能回復が精一杯であり、人口減少や産
業の衰退も考慮すると、神戸モデルをそのまま適用することはできない。耐震化につい
て普遍的な理念を掲げながら事業継続を強く意識しつつ、更新機会を逃さない耐震化が
必要である。 
 
以上の結論は、耐震化対策を実務として進める中で、考察し続けてきた事柄でもある。 
考えてみると、普段管理に使っているデータから被害推定し、復旧について応援依頼
や方針を示すこと、次に必要な事項を盛り込んで復興計画を立案し長期関にわたって事
業を継続すること、これからの整備として既存管路を見直し、隣接市町と個別に連絡管
を設置し、大容量のトンネルや送水管網を利用して連絡管システムを、活用することで
災害に強い水道システムを市町村レベルより高いレベルで実現することが可能になる。 
また、水道地震対策研究会を通じて神戸市単独でなく、もう少し広い「地域連携」に
よって、人・物の資源を有効活用する方向を拓くきっかけづくりもできたと考えている。 
阪神・淡路による被災とその復興に端を発した本研究が、これからのわが国の水道の
耐震化および災害対策の一助になるのであれば、著者として幸甚である。 
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